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ライフサイエンス分野――――――――――――――――――――――――― 5
膀微生物で作るインディゴ
2002年3月27日にNatureの「science update」に掲載されたHelen Pearsonの記事によると、
米国Genencor International社のWalter Weylerらは大腸菌を用いて色素インディゴ（indigo）を
作ることに成功した。米国は最近、化学製品（commodity chemical）の生産方法として、バイ
オプロセスを用いる方法に注力しているので、将来この方法は日の目を見る可能性がある。
膂核移植と遺伝子・細胞治療による遺伝的欠損の修復
2002年4月5日号のCellに報告されたWilliam M. Rideoutらの報告によると、核移植法を用い
て任意の遺伝的背景をもつマウスES細胞を作製する技術と、ES細胞における遺伝子改変技術は
ほぼ確立された。しかしながら、これらの技術を欠損遺伝子の修復に応用するためには、まだ
いくつかの重要な問題が残されている。
情報通信分野 ――――――――――――――――――――――――――――― 6
膀IEEE VLSI テクノロジーシンポジウムプログラムに見る各国発表論文の傾向
LSI技術に関する重要な国際会議IEEE 2002 Symp. on VLSI Technology（本年6月開催）のプ
ログラム配布が開始されたが、投稿論文の傾向が昨年までとは大きく異なり、日本と欧米の差
が歴然と現れている。日本の発表がほとんど企業からの応用研究なのに対し、欧米は先を見通
した基礎的な研究が多く、大学からの発表数も多くレベルも高い。わが国の大学におけるLSI研
究はまだ十分でないのかと懸念される。
膂青色発光デバイス開発加速を目指す国際シンポジウムが開催される
「青色発光デバイス」応用を目指す第4回 International Symposium on Blue LD and LED
（ISBLLED）が2002年3月に開催された。青色発光デバイスの実用化が近づき、研究の中心は短
波長の紫外域への追求と、発光効率の谷間となっている赤色と青色との間の緑色や黄色発光素
子の高効率化、レーザの開発に向かっているようである。また、照明用LED、水や空気の浄化、
自動車の光LANなど応用先も広がっている。
環境分野 ――――――――――――――――――――――――――――――― 7
膀超臨界水の反応機構の解明と超臨界アルコールによる熱硬化性樹脂の完全分解
環境にやさしい溶媒として実用化が期待される超臨界流体について、基礎研究と実用化研究
で注目する成果があった。超臨界水に関する基礎研究では、高温高圧水中で有機反応が生じる
原因がH2Oによる直接的な加水分解反応だという説が提示された。超臨界アルコールに関する
実用化研究では、フェノール樹脂分解においてその分解率はアルコールの炭素数とともに増大
し、イソプロパノールを超臨界流体として用いるとほぼ完全に分解されることが発表された。
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ナノテク・材料分野―――――――――――――――――――――――――― 8
膀結晶構造を有するメソポーラス有機シリカハイブリッド物質合成に成功
豊田中央研究所　稲垣伸二主任研究員と東北大学　寺崎治教授のグループは、有機分子で疎
水性のベンゼン層と無機物質で親水性のシリカ層が0.76nm（1nm＝10億分の1ｍ）間隔で交互
に配列した複合体の壁を有する新しいメソポーラス物質（直径2～50nmの微細な孔を有する物
質）の合成に成功したとNature 2002年3月21日号に発表した。従来ない物質吸着特性やメソ孔
壁面への電気的、光学的機能付与の可能性が出てきた。
エネルギー分野 ―――――――――――――――――――――――――――― 8
膀木質系バイオマスの高効率ガス化技術で課題解決の見通し立つ
バイオマス資源などから有価ガスを生成し、これからメタノール等を製造するケミカルリサ
イクルや有価ガスをエンジンや燃料電池の燃料とする発電の研究開発が進められている。本年3
月に開催された日本機械学会関東支部講演会の発表で、従来の方法より高効率で有価ガスを取
り出しながら、しかも、これまでは困難であったタールなどの残渣の燃焼処理も行える燃料ガ
ス化技術が紹介された。
製造技術分野 ――――――――――――――――――――――――――――― 9
膀微細加工用大気圧マイクロプラズマジェットを生成
鶴岡高専　吉木氏他は、2002年春季応用物理学関係連合講演会において、医療用の注射針の
先に高周波電力を与え、ヘリウムガスを大気中に噴出させて針先にジェット状のマイクロプラ
ズマを生成させ、高速な微細加工が行える可能性を示した。今後、加工の再現性の確保、プロ
セスの最適化などの検討が必要であるが、大気圧下でしかも簡便な装置によるマスクレスエッ
チング処理実用化への貢献が期待される。
社会基盤分野 ―――――――――――――――――――――――――――― 10
膀「都市再生」を巡る議論
「都市問題」（2002年3月　東京市政調査会）には、政府が緊急経済対策の一環として取り組
んでいる「都市再生」に対して、都市計画、経済学、社会学の第一人者たちの意見が特集され
ている。各々の分野から違った視点によって、「都市を単に経済対策のための道具」として位置
づけてしまわないよう、具体的な提案を伴った意見が論じられている。
フロンティア分野 ―――――――――――――――――――――――――― 10
膀地球観測衛星Aqua打上げられる
地球規模での水・エネルギー循環のメカニズム解明の一翼を担う地球観測衛星Aquaが、5月
4日NASAにより打上げられた。同衛星は日、米、ブラジルの国際協力で開発され、宇宙開発事
業団開発の改良型高性能マイクロ波放射計（AMSR‐E）が搭載されている。今後、全球的な
海洋等の水に関する観測データは、科学研究のみならず、気象予報の精度向上、漁場情報の配
信等で経済、社会に貢献すると考えられる。
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特集―１ 有機合成化学研究の動向 ―― 11
ポストゲノム研究においては、タンパク質などの生体内の機能分子に影響を与える各種化合
物が極めて重要な役割を果たす。例えばあるタンパク質に特異的に作用する化合物は、生物科
学研究にとって貴重な研究試薬となる。また、高付加価値化合物である医薬品のほとんどは有
機合成化学により合成される化合物である。従って、我が国の有機合成化学の能力を高めるこ
とにより、ポストゲノム研究からより多くの成果を引き出すことができるとともに、我が国発
の新規化学製品を継続的に世界に供給していくことが可能になると考えられる。
現在の有機合成化学の水準は、複雑な構造の化合物でも合成することができる水準にある。
グリーンケミストリーの観点からも、省エネルギーで副生成物の生成を抑える新しい反応系を
開発することが望ましいことは言うまでもない。
そこで、有機合成化学の次の目標としては、合成法が確立された反応系を低コストの反応系
に置き換えるために、多段階の反応を一段階で進める反応系を開発することなどがあげられる。
さらに長期的な目標として、人類が宇宙空間の閉鎖系で生活をすることも視野に入れると、溶
媒を使用しないで副生成物なしに進行する合成法を確立することなどが望まれる。
我が国の有機化学研究の水準は世界的にみて高いこともあり、このような目標を達成する研
究を先導的に進めていくことが強く期待される。
高レベル放射性廃棄物処分の動向と課題　―― 17
―技術的および社会的諸相を巡って―
高レベル放射性廃棄物処分は原子力発電を利用する限り避けて通れない問題である。現在、
米国ではユッカマウンテンサイトを地層処分場に決定するかどうかの最終局面にあり、原子力
関係者の目が注がれている。
本稿では、高レベル放射性廃棄物処分を巡る国内外の動向を分析した上で、本問題に関する
技術的および社会的諸相、とりわけ、科学技術基盤を拡充するフロンティア研究としての高レ
ベル放射性廃棄物研究の可能性、および立地問題の解決に向けた取り組みに焦点をあてて現状
分析と今後の取り組みを論じた。
すなわち、高レベル放射性廃棄物研究には、深地層研究、核変換・制御研究、連成系研究な
ど、科学技術基盤の拡充に大きく寄与するフロンティア的研究領域がある。高レベル放射性廃
棄物研究分野の活性と技術的ポテンシャルを維持していくために、こうした研究領域に積極的
に取り組んでいくことが効果的である。
一方、最大の課題、立地問題については情報公開、透明性の確保、政策決定過程への市民の
関与（パブリックインボルブメント）を必要条件として確保し、さらにNIMBY（Not In My
Backyard）問題―個人益と公共益の調整―は、民主主義社会システムの根本的部分に関連する
問題であるため学問的研究に加え、国民的議論を喚起していく必要がある。
今後も様々な議論がなされようが、最終的には学問的研究成果や国内外の情勢等を踏まえた
政治的指導者のリーダーシップと、市民へのメッセージ発信が求められよう。
特集― 2
科学技術動向　2002年5月号
4
分散型電源の動向について　―― 25
エネルギー供給システムは、自由化の進展や温室効果ガス削減に向け大きな転換期を迎えて
いる。こうした背景の下、エネルギーコスト削減等の手段として「分散型電源」が注目されて
おり、今後、一層の普及・拡大が予想されるが、普及にはエネルギーコスト削減を実現すると
同時に「環境性に優れたシステム」が強く求められる。
現在、長期エネルギー需給見通しの目標に向け、コージェネレーションシステム、風力発電、
太陽光発電といった「環境性に優れた分散型電源」は補助金、低利融資等の助成措置といった
取り組みにより年々、着実に導入が増加している。
その一方で、需要家のコスト削減のニーズに応え「環境負荷の高い分散型電源」もまた普及･
拡大しているという現実がある。さらに今後、自由化の進展に伴い、需要家にとって、分散型
電源の設置、電力の競争入札・相対契約といった電源の選択余地が拡大すると考えられる。
このような状況の下、環境性に優れた分散型電源の導入を拡大していくためには以下の３つ
の段階を経ていくことになる。①補助金等の助成措置の下、環境意識が高い需要家が経済性よ
りもむしろ自らの理念を追求した先導的導入、②国・地方公共団体等の公益性の高い機関が率
先導入し、あるいは競争入札等で選択すること等により、環境産業の基盤形成を進めること、
③一般市場への普及、である。
長期エネルギー需給見通しの目標に向けて、環境性に優れた分散型電源導入への官民一体と
なった更なる取り組みが求められる。わが国は現在、②の段階に入ったところであり、今後、
公益性の高い機関を中心に、エネルギーコスト削減という視点だけではなく、CO2排出量の削減
といった環境性にも考慮した電源を積極的に選択し導入することを通じて、技術的・産業的な
基盤を形成していくことの意義は大きい。
特集― 3
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膀微生物で作る
インディゴ
2002年 3月 27日にNatureの
「science update」に掲載された
Helen Pearsonの記事「Bacteria
dye jeans」 に よ る と 、 米 国
Genencor International社 の
Walter Weylerらは大腸菌を用い
て色素インディゴ（indigo）を作
ることに成功した。
彼らは大腸菌を改良し糖質原料
からトリプトファンを高レベルに
生産させた。そして、他の微生物
から遺伝子操作によって大腸菌に
導入した酵素を用いて、トリプト
ファンからインディゴの前駆物質
インドキシル（indoxyl）を生産
させた。インドキシルは空気に曝
すと自動的にインディゴになる。
当初インディゴの中に赤い色素が
混入していたが、Weylerらは大
腸菌からこの色素を作る遺伝子を
除去して、天然のインディゴと同
じ色素を作る事に成功した。
インディゴは現在化学合成法で
作られていて、生産量は年間
16,000トンに及ぶ。その用途は主
にデニムの染色用である。現在、
微生物法はまだコスト的に化学合
成法には及ばないが、環境にやさ
しい方法として期待されている。
インディゴの微生物による生産
は既に米国アムジェン（Amgen）
社により試みられているが商業化
はされていない。トリプトファン
自体は微生物により大量に生産す
る技術が別法により商業的に確立
されている。
米国は最近、化学製品（commodity
chemical）の生産方法として、バ
イオプロセスを用いる方法に注力
しているので、将来この方法は日
の目を見る可能性がある。
（味の素㈱　都河龍一郎氏）
膂核移植と遺伝子・
細胞治療による
遺伝的欠損の修復
2002年4月5日号のCellに報告
されたWilliam M. Rideoutらの報
告「Correction of a genetic defect
by nuclear transplantation and
combined cell and gene therapy」
を紹介する。
この研究は、核移植技術とES
（胚性幹）細胞を用いた遺伝子改
変技術により、遺伝的疾患を治療
することを目的に行われた基礎研
究である。以下の手順により、
Rag2①欠損マウス（重度の免疫不
全マウス）をモデルとして、実験
を行っている。
（手順１）Rag2遺伝子欠損マウス
の体細胞より核を取り出しマウス
卵母細胞へ移植することにより、
体細胞のドナーと同一の遺伝的背
景を有するES細胞を作製する。
（手順２）ES細胞の段階で遺伝子
改変を行って、Rag2遺伝子の修
復を行う。
（実験その１）遺伝子修復ES細胞
に由来するクローンマウスを作製
し、このマウスにおいてRag2遺
伝子が修復され、免疫系が正常化
していることを確認する。さらに、
このクローンマウスからRag2欠
損マウスへの血液細胞あるいは骨
髄細胞の移植を行い、Rag2欠損
マウスの免疫系を修復することを
試みる。
（実験その２）遺伝子修復ES細胞
をin vitroで血球細胞へ分化させ、
これをRag2欠損マウスに移入し
免疫系を修復することを試みる。
ライフサイエンス分野
以下は科学技術専門家ネットワークにおける専門調査
員の投稿（5月号は2002年4月6日より2002年5月10
日まで）を中心に「科学技術トピックス」としてまとめ
たものです。センターにおいて、関連する複数の投稿を
まとめ、また必要な情報を付加する等独自に編集するた
め、原則として投稿者の氏名は掲載いたしません。ただ
し、投稿をそのまま掲載する場合は、投稿者のご了解を
得て、記名により掲載しています。
用 語 説 明
①Rag2（Recombination-activating gene 2）
抗体およびＴ細胞受容体の可変部遺伝子組換えに必須な遺伝子。この遺伝子
の欠損マウスでは、T細胞およびB細胞が分化できず欠損するため重度の免疫
不全が発生する。
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（実験その１）の場合、ほぼ完
全に免疫系は修復された。しかし
ながら、（実験その２）では、免
疫系の修復は不完全であった。こ
の場合、ホストマウス由来のNK
（ナチュラルキラー）細胞による
移入細胞の拒絶、および、ES細
胞を血球細胞へ分化させる目的で
導入した遺伝子（HoxB4遺伝子）
による移植後の成熟リンパ球への
細胞分化の阻害が、問題となった。
なお、（実験その１）により免疫
系を完全に修復できたものの、ク
ローン個体を得なければならない
このプロセスは、生命倫理の観点
から人間の疾患治療には適用しに
くい。
このように、核移植法を用いて
任意の遺伝的背景をもつマウス
ES細胞を作製する技術と、ES細
胞における遺伝子改変技術はほぼ
確立された。しかし、その欠損遺
伝子の修復への応用には、まだい
くつかの重要な問題が残されている。
（熊本大学大学院医学研究科　西
村泰治氏）
膀IEEE VLSI テクノロジー
シンポジウムプログラム
に見る各国発表論文の傾向
IEEE VLSI テクノロジーシン
ポジウムはLSI技術に関する重要
な国際会議で、毎回最新の研究結
果が発表される。本年6月開催予
定の2002 IEEE VLSI テクノロジ
ーシンポジウムについてプログラ
ム配布が開始されたが、それによ
ると論文投稿内容の傾向が昨年ま
でとは大きく異なり、日本と欧米
の差が歴然と現れている。
日本からの投稿はそのほとんど
が企業からであるが、論文内容は
「現在のLSI技術」に直結した（技
術の完成度を競う）内容である。
これに対して、欧米からは、高誘
電率ゲート絶縁膜の基礎的な検討
結果、配線遅延限界、熱放散の問
題、デバイスの微細化に掛かる問
題などに関する、極めて基礎的な
研究内容が大半を占めた。欧米は
コンピュータ分野で力を持ってい
る事と、（内容には異論があるも
のもあるが）先を見とおす研究態
度を持っていることが投稿内容に
明確に現れた。更に、大学からの
投稿が極めて多く、また全般的に
質が高いという印象がある。欧米
が、再び将来にわたる勝負を賭け
てきたという明確な印象を与える
ものである。日本の大学は投稿が
少ないだけでなく、内容が基礎的
でも応用でもないという、どちら
かというと中途半端な印象を与え
るものが多かった。
将来へ向けたデバイス研究の報
告は、同時に開催されるSi Nano-
electronics Workshopで発表され
るが、このプログラムを見ても、
日本からの発表は欧米に比べて質
的に見劣りがする。本年は韓国か
らの発表が急増し、興味深いもの
も並んでいる。日本の大学が力を
持つにはまだ時間が必要なのかと
気にかかる。
（関西大学大学院工学研究科　大
村泰久氏）
膂青色発光デバイス開発
加速を目指す国際シン
ポジウムが開催される
青色あるいは短波長発光デバイ
スは窒化物半導体やII‐VI族化
合物半導体を用いて研究開発が行
われているが、その成果はそれぞ
れの材料での国際会議で発表討論
されている。これらの材料は同じ
「青色発光デバイス」応用を目指
しているので、一緒に集まって議
論しようと言うことで始まったの
が、International Symposium on
Blue LD① and LED②（ISBLLED）
である。2002年3月11～15日ま
でCordoba（Spain）でその第4回
会議が開催された。
会議で発表された論文数は126
件（ポスターセッション含む）、
参加者は151名であった。論文数
の内、８割以上が窒化物で、残り
がII‐VI族化合物であったが、後
者にはII（Zn，Cd，Mg）‐VI（S，
Se，Te）系の従来型の化合物と
同数のZnOに関する発表があった
ことが一つの特徴であった。「青
色」と銘打っている会議であるが、
窒化物を用いた青色LD，LEDが
商品化、あるいはその一歩手前ま
で来た現状を踏まえ、当該分野の
研究開発の方向は、さらに短波長
の紫外域への追求と、発光効率の
谷間となっている赤色と青色との
間の、緑色や黄色発光素子の高効
率化やレーザの開発に向かってい
情報通信分野
用 語 説 明
①LD：レーザダイオード
②LED：発光ダイオード
③AGETHA：Amber/Green Emitters Targeting High Temperature Applications
ECの情報通信分野研究開発プログラムISTで行われているプロジェクトの
一つ。自動車内のPOF（プラスチック光ファイバー）LANを主な応用先として、
120℃以上の環境において500Mbpsの通信速度を達成できる波長510nmおよび
570nmの発光、受光素子開発を行っている。中心機関はNational Micro-
electronics Research Centre（NMRC，IRELAND）、期間は2000年3月から3年間。
科学技術トピックス
7Science & Technology Trends   May 2002
タ通信への応用が挙げられてい
る。例えば、欧州では POF‐
LANを目指したAGETHAプロジ
ェクト③がスタートしており、そ
の研究成果のいくつかが発表され
たし、それに関するRound Table
Discussionが会議中に開催された。
窒化物半導体では「高輝度LED」
（豊田合成　柴田氏）、「白色LED、
青－紫外LD、純粋青色LD」（日
亜化学　向井氏）、「ワットクラス
高パワーAlInGaN LD」（ソニー
竹谷氏）、「紫外LD」（NTT 小
林氏）などの招待講演が行われ、
今も日本が当該研究開発分野の牽
引車であることが印象的であっ
た。一方、青色から黄色域での発光
素子、特にLDでは、なおII‐VI
族半導体が優位な状況と思われ
た。ZnOに関しては、再現性よく
p型結晶が得られていない現状で
は、研究開発はまだ結晶成長と物
性評価の段階であるように思われた。
（埼玉大学工学部　吉田貞史氏）
膀超臨界水の反応機構の
解明と超臨界アルコー
ルによる熱硬化性樹脂
の完全分解
超臨界流体①は有害化学物質や
プラスチック類を分解する性質が
あるため、環境や製造技術分野な
どから有機溶媒に代わる新たな環
境適合溶媒として実用化の要請が
高まっている。現在、基礎研究か
ら実用化研究まで幅広い領域での
取り組みが関連学会などでなされ
ている（科学技術動向2001年7月
号1．6節参照）。
１）基礎研究
昨年11月に行われた高圧力学
会では、高圧の固体物性・反応、
流体物性・反応、高圧装置、地球
物理などの幅広い分野で研究発表
がなされたが、東北大学　阿尻雅
文教授は、それらの中で反応機構
に関する研究発表について次のよ
うに注目した。
超臨界水の臨界点近傍では、超
臨界水の物性の大きな変化にとも
ない従来の液体溶媒や気相反応に
は見られない新規な反応特性が見
出されている。特に注目した基礎
研究分野の発表として、反応機構
に関する研究が挙げられる。これ
まで、高温高圧水中で無触媒下で
も様々な有機反応が生じる原因と
して有力な説とされていたのは、
高温場での水の解離により生成す
るH＋とOH－による触媒反応が、
濃度は低くとも高温場ゆえに有意
な速度で進行することにある、と
するものであった。それに対し、
今回注目した研究発表では、酸を
広い濃度範囲で積極的に変えた加
水分解実験を超臨界場で行い、逆
に酸濃度の効果を評価した。実験
の結果は、酸濃度だけでは反応機
構の説明がつかず、Harrel、Klein、
Adschiriらが主張していたH2Oに
よる直接の攻撃による加水分解反
応が生じていることを示した。こ
の成果は、今後の超臨界場での有
機合成反応機構の解明に関する研
究の方向性を与えるものと考える。
２）実用化研究
3月に行われた化学工学会第67
年会では、「グリーンテクノロジ
ーとしての超臨界流体技術とその
基礎」と題したシンポジウムが開
催されたが、熊本大学　後藤元信
教授は、フェノール樹脂の分解に
関する研究成果に注目し、次のよ
うに報告した。
熱硬化性樹脂であるフェノール
樹脂をフェノールやクレゾールな
どのフェノール類に分解し、化学
原料として再資源化を図る技術が
検討されてきている。これまでに
超臨界流体中での反応を利用する
方法として超臨界水や超臨界メタ
ノール中での分解反応が検討され
てきている。
注目した研究では、炭素の組成
が異なる4種類のアルコールを超
臨界流体として用い、フェノール
樹脂の分解活性を検討している。
一般にフェノール樹脂の一部は反
応残渣として残ることが報告され
ているが、超臨界イソプロパノー
ル（2－PrOH）を用いたときはほ
ぼ完全（転化率99.6％）にフェノ
ール樹脂を分解し、わずかに粉末
状の残渣が残るのみであることが
わかった。反応性生物はフェノー
ルとクレゾールであった。反応の
転化率はアルコールの炭素数とと
もに増大したことから、高級アル
環境分野
用 語 説 明
①超臨界流体
気体と液体が共存できる限界の温度・圧力（臨界点）を超えた条件では、気
体と液体の区別がなくなり、これを超臨界と呼ぶ。超臨界流体は気体に比べて
密度が高い割に粘度が小さく、拡散係数が液体の数百倍に達するといった特徴
を有する。
るようである。
紫外域の応用として、短波長化
による光メモリの高密度化だけで
なく、白色LEDの光源（蛍光励
起用）、医療用殺菌燈、及び水や
空気の清浄機（TiO2に紫外線を照
射して有害物を分解する）への応
用が上げられている。一方、緑・
黄色発光素子の応用としては、フ
ルカラーLEDディスプレー用が
主であるが、他にプラスチック光
ファイバー（POF）を用いたデー
膀木質系バイオマスの
高効率ガス化技術で
課題解決の見通し立つ
バイオマス資源は、製材廃材な
どの木質系、牧草などの草本系、
家畜糞尿や都市廃棄物など多岐に
わたっている。これらから水素と
一酸化炭素を成分とする有価な合
成ガスを生成し、さらにメタノー
ルやジメチルエーテルなどに変え
るケミカルリサイクル、合成ガス
をエンジンあるいは燃料電池の原
料ガスに利用した発電などに関す
る研究開発が様々な研究機関や企
業で進められている。
3月15～16日に開催された日本
機械学会関東支部講演会で、木質
系バイオマスを中心に、一般廃棄
物なども想定したバイオマスエネ
ルギー利用技術とその展望に関す
る発表があった。㈱荏原製作所
大谷繁氏は、これらの発表の中で
以下の技術がこの分野のブレー
ク・スルーをもたらす可能性があ
ると報告した。
ガス化研究が始まった1970年
代初めには、原料として都市ゴミ
中のプラスチック類を用いて、加
熱分解用と不要物燃焼用の二塔の
間を原料と加熱した砂を一緒に循
環させつつガス化する方式など、
いくつもの取り組みがあった。し
かし、熱分解時に生成される液体
状のタールとチャーと呼ばれる固
体残渣が高温状態にしても砂と良
く混合しないという現象が発生
し、タールとチャーの不完全燃焼
エネルギー分野
科学技術動向　2002年5月号
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コールは超臨界状態において樹脂
内部まで溶媒が拡散し、そこで反
応が起こっている。また、1級よ
り2級アルコールの方が活性の度
合いが高いのはメチレンブリッジ
の開裂を促進するためであると結
論付けられている。
実用化を目指すには、高圧高温
の反応器への固体原料の供給方法
の開発（例えば、連続運転では原
料のスラリー化）、超臨界流体の
基本的性質研究を踏まえた高転化
率で経済性もあるシステムの開発
などが大きな課題である。
膀結晶構造を有するメソポ
ーラス有機シリカハイブ
リッド物質の合成に成功
豊田中央研究所　稲垣伸二主任
研究員と東北大学　寺崎治教授の
共同グループは、有機分子で疎水
性のベンゼン層と無機物質で親水
性のシリカ層が0.76 nm（1 nm＝
10億分の1メートル）の間隔で交
互に配列した複合体の壁を有する
新しいメソポーラス物質（直径が2
～ 50 nmの微細な孔を有する物
質）の合成に成功したと2002年3
月 21日号のNature（Vol.416，
pp.304-307）に発表した。
新たに合成された物質は、カー
ボンナノチューブを束ねたように
メソ孔（通常、直径が2～50 nm
の微細な孔を指す。この物質の場
合には直径3.8 nmの細孔を有す
る。）が蜂の巣状に規則的に配列
した結晶構造をとっている。メソ
孔の壁面はベンゼンとシリカが規
則的に配列しているのが最大の特
徴である。また、有機物を含むに
もかかわらず空気中500℃まで構
造が保持される、1グラム当たり
の表面積が800 m 2と大きいなど
の特徴を併せ持っている。
1990年以降、合成されてきたシ
リカ（SiO2）、アルミナ（Al2O3）
やチタニア（TiO2）といったメソ
ポーラス物質のメソ孔壁面は不規
則（アモルファス）構造であった。
しかし今回、有機分子であるベン
ゼンを無機物質であるシリカの壁
の中で規則配列したハイブリッド
の結晶構造を合成できたため、こ
れまでにない物質吸着特性の利用
やメソ孔壁面への電気的あるいは
光学的機能の付与の可能性が出て
きたとしている。
この新規物質は、ベンゼンを含
む有機シラン原料と界面活性剤を
100℃以下の温度で混合すると、
ベンゼンが自己組織的にチューブ
壁の中で規則配列し、その後で界
面活性剤を除去するという比較的
簡単な操作で合成できた。稲垣ら
は新規物質の合成法について、
「自己組織化現象を利用した応用
範囲の広い手法として、他の有機
シリカハイブリッドや有機金属酸
化物ハイブリッドの合成にも適用
可能であるため、今後、ナノスケ
ールの規則構造を持った様々なメ
ソポーラス物質の出現が期待でき
る。」としている。
今後は、メソポーラス有機シリ
カハイブリッド物質の新規構造特性
を活かし、従来のメソポーラス物質
を用いて行われていた医薬品などの
有用物質の分離・精製や触媒として
の利用の高度化、あるいはまったく
新しい電気的・光学的機能の発現な
どの検討を期待したい。
ナノテク・材料分野
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に加えてスムーズな砂の循環もで
きない、あるいは高温で気化した
タールがダクトに付着・閉塞する
という課題が大きな障害になって
いた。さらに、原料から有価ガス
（水素、一酸化炭素、メタン、エ
チレン等）へ効率よく変換させる
（高ガス化収率）ためには低温で
の加熱分解段階が必要という相反
する技術的課題もあった。
2000年度から㈱荏原製作所が開
発を進めている内部循環型流動床
ガス化炉方式は、一つの炉の内部
に間仕切りを設けることにより、
原料を入れて有価ガスを取り出す
ガス化室と生成されるタール等を
燃焼して排気する燃焼室とに分け
ている。この仕切り構造により有
価ガスと排気ガスの混合を防ぎ、
高カロリーの有価ガスを取り出す
ことができる。ガス化室での反応
の際に発生するタールとチャー
は、流動用の媒体（循環砂）と混
ぜ合わされた後燃焼室へ送られ、
そこへ送り込まれた空気で酸化さ
れ二酸化炭素を主成分とする排気
ガスになる。このとき、循環砂は
燃焼熱を吸収し高温化する。高温
の循環砂は、流動途中に熱交換器
で温度制御された後、再びガス化
室に送られ、原料をガス化するた
めの熱源となる。このような流動
媒体ハンドリングの技術開発によ
り、酸化剤として高価な酸素でな
膀微細加工用大気圧マイ
クロプラズマジェット
を生成
大気圧近傍の高圧力領域でmm
オーダーの微小なプラズマを発生
させるマイクロプラズマによる加
工技術は、従来半導体製造プロセ
スにおいて実施されているフォト
レジスト（マスク）を用いるドラ
イエッチング技術①と比較して、
加工寸法はサブミリオーダー迄と
極微細加工に向かず又複雑なパタ
ーンでは長時間を要するといった
デメリットがあるが、他方真空が
不用で加工ステップがシンプルで
あるといったメリットを有し、元
素分析や表面加工などへの応用が
期待されている。
2002年春季応用物理学関係連合
講演会で、鶴岡高専　吉木氏他は
微細加工用マイクロプラズマ源の
実現を目指し、医療用の注射針の
内側にヘリウムガスを流して針先
からヘリウムガスを噴出させると
共に、針に13.56MHzの高周波電
力を与えることで針先に生成した
ジェット状のマイクロプラズマに
ついて報告した（2002年3月28
日）。このマイクロプラズマ源に
おいて、ヘリウムガスに微量な反
応ガス（六フッ化硫黄）を添加し
てシリコンエッチングを行ったと
ころ、300μm幅のパターンが
200μm／minというドライエッ
チングに比べ高速でエッチングで
きることが示された。また、針先
の形状は重要で、注射針のような
テーパー形状が、放電の広がりを
抑制するのに有効であることもわ
かった。
本研究はマイクロプラズマ源を
用いて微細加工を高速に行うこと
が可能であることを示したものと
考えられる。今後、加工の再現性
の確保、プロセスの最適化などの
検討が必要であるが、大気圧マイ
クロプラズマによるマスクレスエ
ッチング処理実用化への貢献が期
待される。
用 語 説 明
①ドライエッチング技術
真空チャンバ内においてプラズマ放電によって励起された活性種を用いて、
フォトレジストでマスキングされていない部分をエッチング除去する。最小加
工寸法は0.1μm以下でエッチング速度は1～10μm／min。
く空気を利用できる上に、高カロ
リーの有価ガスが高効率で取り出
せるとしている。この有価ガスは
燃料として使えるほか、水素や一
酸化炭素主体のガスに改質するこ
とにより液体燃料合成や化学原料
にすることもできる。
また、この技術は石炭のガス化
にも適用可能であり、これまでの
試験において、バイオマス、石炭
ともにタール類と流動用媒体の混
合は問題解決の見通しが出来てお
り、今後はガス化収率を高めるた
めのガス化室の低温化研究や低温
での生成ガス改質の技術研究に主
軸が移る。
製造技術分野
膀地球観測衛星
Aqua打上げられる
地球観測衛星Aquaが、5月4日
午後7時前（日本時間）、米国バン
デンバーグ基地よりNASAデルタ
Ⅱロケットにより打上げられた。
その後、搭載された観測装置の稼
動も順調に推移しており、高度約
680kmの軌道上を飛行している。
Aquaは、惑星としての地球を
総合的に観測するため、NASAが
推進するミッションの一環であ
り、地球規模での水・エネルギー
循環のメカニズム解明の一翼を担
う。同衛星は日本、米国、ブラジ
ルの国際協力の下に開発され、3
カ国が開発した6つの観測装置が
搭載されている。そのうち、わが
国の宇宙開発事業団が開発した改
良型高性能マイクロ波放射計
（AMSR‐E）は、水蒸気量、積
雪量、雲水量、土壌水分量、海洋
風速、海温等を高精度で観測する
ことができる。
Aquaにより全球的に観測され
る海洋、大気や陸地の水蒸気や雪
氷等のデータは、各国の研究機関
や研究者へ提供され科学研究に貢
献するのみならず、わが国の気象
庁、譖漁業情報サービスセンター
へ宇宙開発事業団を通じて提供さ
れ、気象予報における精度の向上
や、漁場に関する情報の漁船への
リアルタイム配信を可能とし、経
済、社会にも大いに貢献すると考
えられる。
フロンティア分野
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法」を用いる方法や、「容積率割
り増しと容積率の売買の自由化と
を組み合わせた交通容量に負荷を
かけずに都心居住を増加させる都
心居住促進策」などが提案されて
いる。
このように各分野から違った視
点で、「都市を単に経済対策のた
めの道具」として安易に位置づけ
ないような具体的な提案を伴った
意見が論じられている。
膀「都市再生」を巡る議論
政府が緊急経済対策の一環とし
て取り組んでいる、いわゆる「都
市再生」に対して、「都市問題」
（2002年3月 東京市政調査会）に
都市計画、経済学、社会学の第一
人者たちからの意見が掲載された。
都市計画分野からは、「都市再
生」のためには「どのような都
市・地域とすることが望ましいの
か、どのような暮らしを選び取り
たいのか、について、地域地域の、
あるいは都市全体の市民・住民が
議論し構想する場とプロセスをデ
ザインし構築する必要」が指摘さ
れている。
同様に経済分野からは、「都心
では容積率制限を用いない代わ
り、都心への通勤料金に対する時
差料金制の採用と通勤需要を発生
させるビルに対しての従業員数に
比例しての特別事業所税などの手
社会基盤分野
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有機合成化学研究の動向
ライフサイエンス・医療ユニット
茂木 伸一*、庄司真理子、長谷川明宏
材料・製造技術ユニット 多田　国之
ヒトをはじめとする各種生物の
設計図ともいえるゲノムのDNA
塩基配列の解読が進み、タンパク
質の構造と機能を解明することな
どがポストゲノム研究として進め
られている。ポストゲノム研究に
おいては、タンパク質などの生体
内の機能分子に影響を与える各種
化合物が極めて重要な役割を果た
す。例えばあるタンパク質に特異
的に作用する化合物は、生物科学
研究にとって貴重な研究試薬とな
る。また、高付加価値化合物であ
る医薬品のほとんどは有機合成化
学により合成される化合物であ
る。従って、我が国の有機合成化
学の能力を高めることにより、ポ
ストゲノム研究からより多くの成
果を引き出すことができるととも
に、我が国発の新規化学製品を継
続的に世界に供給していくことが
可能になると考えられる。
現在の有機合成化学の水準は、
かなり複雑な構造の化合物でも全
合成（容易に入手できる出発物質
から合成すること）ができるレベ
ルに達しているといわれている
が、さらにコストを低減すること
や、副生成物の生成を抑える必要
があるといった課題がある。すな
わち、複雑な構造をもつ化合物の
中には、抗がん剤のタキソールの
ように、全合成法は確立されてい
るものの、他の合成法に比べコス
ト面で引き合わないものがある。
また、有用物質を化学合成する際
に、合成する物質の種類によって
は、有用物質以外に副生成物が
3000倍程度排出され、環境に負荷
をかけているともいわれている。
このように、疾患の治療や生産活
動に必須な化合物の合成に際し、
省エネルギーで、副生成物の生成
を抑える新しい反応系の開発が強
く望まれている。一般に、反応系
に触媒を導入することにより、必
要なエネルギーが減少すること
や、複数の反応が進む可能性があ
るときに、望ましい反応だけを進
める効果が期待されることなどか
ら、新しい反応系を開発する際に
は、新しい触媒の開発を伴うこと
が多い。
本稿では、有機合成化学分野の
最近の研究を紹介し、今後の長期
的な方向性について述べる。
ノーベル賞からみた
有機化学分野の発展
ノーベル化学賞の有機化学分野
における1950年以降のリストを
図表１に示した１）。これら半世紀
の研究により精密な有機合成が可
能になり、単純な化合物ならば工
業的にも安価に生産できるレベル
に到達し、極めて複雑な構造の化
合物でも実験室で多くのコストと
時間をかければ少量（ミリグラム
単位）を合成することができるよ
うになった。
また、我が国の有機化学研究の
水準はかねてから高く、最近では
ノーベル化学賞受賞者を２年連続
して輩出している。
以下において、有機合成化学の
典型的な反応の例としてウィティ
ヒ反応を紹介する。つぎに、近年
全合成が報告された非常に複雑な
構造をもつ有機化合物の例とし
て、抗がん剤のタキソールについ
て述べる。そして、汎用性の高い
新規不斉触媒研究の例として、
2001年にノーベル化学賞を受賞し
た野依良治博士の業績である不斉
水素化反応を紹介し、さらに不斉
炭素－炭素結合生成反応について
述べる。
有機合成化学の典型的な
反応例　～ウィティヒ反応～
有機化学の中の有機合成化学分
野においては、例えば、ウィティ
ヒ反応と呼ばれる効率のよい反応
を1953年に開発した西独のウィ
ティヒ（Wittig）博士が1979年に
受賞している（図表2）。
はじめに
有機合成化学研究の主要な成果
*
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この反応は、リンイリド
（Ph3P＝CH2）を用いてカルボニ
ル基に炭素－炭素結合生成反応を
伴いながら特異的に二重結合を構
築する反応である。この反応は
様々な医薬品や香料などを生産す
る際に頻繁に使われている。
20世紀後半の有機合成化学にお
いては、主に化学収率の向上など
を目指して発展してきた。その過
程においては、例えばウィティヒ
反応にもあてはまるように、目的
物に加えて副生成物が目的物と同
量生じることについては特に問題
にされてこなかった。
複雑な構造の化合物の合成例
～タキソールの合成～
図表３に示した複雑な構造を
もつ化合物のタキソールは、針
葉樹セイヨウイチイ（学名Taxus
brevifolia）の樹皮に微量に含まれ、
乳がんや子宮がんに効果がある抗
がん剤である。図表３を含む本稿
の図表において、太い実線（蜻、
■）と点線（蜻、■）の結
合がある。太い実線の結合は紙面
の手前側に、点線の結合は紙面の
向こう側にそれぞれ位置すること
を意味する。従ってタキソールは
立体的に複雑な構造を有している
ことが図表３から読み取れる。植
物から単離する方法は、一人のが
ん患者に使用するタキソールが、
セイヨウイチイ３本分に相当する
ことなどから、医薬品の生産方法
としては問題があった。
タキソールの全合成法は、1994
年にアメリカ化学会誌に最初に発
表された。この成果は、複雑な構
造を持つ化合物が合成可能である
ことを示した研究として注目され
た。しかし、有機合成化学の最先
端の研究室で、10ミリグラム程度
を合成することがようやく可能に
なったレベルであり、コストがか
かりすぎることから、全合成法も
医薬品の製造方法としては問題が
受賞年 受賞者 受賞対象
1950年
Diels，Otto，Paul Hermann（独） ジエン合成
Alder，Kurt（独）
1955年 Du Vigneaud，Vincent（米） ペプチドホルモンの合成
1963年
Ziegler，Karl（独） ポリマー化学
Natta，Giulio（イタリア）
1965年 Woodward，Robert Burns（米） 近代有機化学理論
1969年
Barton，Sir Derek H. R.（英） コンフォメーションの理論と応用
Hassel，Odd（ノルウェー）
1973年
Fischer，Ernst Otto（西独） 有機金属触媒
Wilkinson，Sir Geoffrey（英）
1975年
Cornforth，Sir John Warcup（英） 酵素等を利用した立体化学反応
Prelog，Vladimir（スイス）
1979年
Brown，Herbert C.（米） Ｂ、Ｐ化合物を活用した有機合成
Wittig，Georg（西独）
1981年
福井謙一（日本） フロンティア軌道理論
Hoffmann，Roald（米）
1984年 Merrifield，Robert Bruce（米） 固体マトリックス上での化学合成
Cram，Donald J.（米）
1987年 Lehn，Jean-Marie（仏） ホスト－ゲスト化学
Pedersen，Charles J.（米）
1990年 Corey，Elias James（米） 有機合成の理論と手法の開発
1992年 Marcus，Rudolph A.（米） 化学合成における電子移動反応の理論
1994年 Olah，George A.（米） 炭素陽イオンの化学
Heeger，Alan J.（米）
2000年 MacDiarmid，Alan G.（米） 導電性ポリマーの発見と開発
白川英樹（日本）
Knowles，William S.（米） 不斉水素化触媒の開発
2001年 野依良治（日本）
Sharpless，K. Barry（米） 不斉酸化触媒の開発
（科学技術動向研究センターにて作成）
図表１　1950年以降の有機化学分野のノーベル化学賞
図表２　ウィティヒ反応
（東京大学大学院薬学系研究科柴闢正勝教授作成資料より引用）
図表３　タキソールの構造式
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あった。その後、ヨーロッパイチ
イ（学名Taxus baccata）という潅
木の葉から比較的大量に取れる中
間原料（バッカチン）をもとに、
有機合成により数工程で生産する
技術が開発され、現在タキソール
はこの技術で生産されている。
さらに、タキソールの全合成法
の一部を改変することにより、タ
キソールよりも優れた抗がん剤と
なる「新タキソール」ともいうべ
き化合物が合成され、現在臨床試
験中である。この化合物は今のと
ころ、バッカチンを原料として合
成することができない。このよう
に、たとえ植物などの自然界に存
在する化合物であっても、有機合
成方法を確立することは、その後
の医薬化学研究等にとって極めて
重要である。
不斉触媒反応
～不斉水素化反応～
多くの分子には、ちょうど右手
と左手のように、互いに鏡像関係
にある二つの形が存在し、このよ
うな分子は「不斉」と呼ばれる。
生物にとっては鏡像関係にあるど
ちらか一方のみが有用で、もう一
方は有害な場合がある。医薬品に
は「不斉」の構造をとりうる物質
が相当数あり、この二つの形の違
いが生死に関わることすらある。
このため、二つの形を別々に作る
ことが極めて重要である。
2 0 0 1 年に野依良治博士が
「BINAP－遷移金属錯体による不
斉水素化触媒の開発」によりノー
ベル化学賞を受賞した。野依博士
は、不斉水素化反応において、二
つの鏡像体の一方のみを合成（不
斉合成）することを可能とする、
汎用性の高い触媒分子を開発した
（図表４）。野依博士の研究成果は、
抗生物質や抗菌剤の工業生産に用
いられている１）。
不斉炭素―炭素結合生成反応
炭素と炭素の結合があらゆる有
機化合物の骨格を形成しているこ
とに象徴されるように、炭素－炭
素結合生成反応は有機合成の中心
的なテーマである。炭素－炭素結
合生成反応を不斉合成（右手と左
手を作り分け）する不斉炭素－炭
素結合生成反応は、特に注目され
ている。不斉炭素－炭素結合生成
反応の例として、向山光昭東京大
学名誉教授が開発した、世界的に
向山反応と言われている反応があ
る。図表５に示した向山反応の例
では、①のアセトンと④のアルデ
ヒドを原料にして⑥で示した目的
物を生成する。
向山反応は、非常に優れた、独
創性の高い研究成果である。さら
に、不斉炭素－炭素結合生成反応
を効率良く一段階で進行させる、
汎用性の高い、新しい反応系や触
媒を開発することが、現在世界的
に注目されているテーマのひとつ
になっている（図表６）。
図表４　不斉水素化反応の例
図表５　向山反応の例（不斉アルドール反応）
（東京大学大学院薬学系研究科柴闢正勝教授作成資料より引用）
図表６ 効率の良い不斉炭素－炭素結合生成反応の例（不斉アルドール反応）
（東京大学大学院薬学系研究科柴闢正勝教授作成資料より引用）
（東京大学大学院薬学系研究科柴闢正勝教授作成資料より引用）
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現在の有機合成化学の水準は、
複雑な構造の化合物でも合成する
ことができるレベルであるが、コ
ストや副生成物の生成といった問
題点を解決する技術の開発を進め
ることが最も重要なテーマである
ことは言うまでもない。
すなわち環境保全の観点から、
グリーンケミストリー（持続可能
な未来社会にふさわしい化学技術
体系をめざした、基礎・応用化学、
化学技術・産業を包含する幅広い
運動）の視点に基づく産業技術を
開発することが課題となってい
る２）。さらに、人類が宇宙空間の
閉鎖系で生活をすることも視野に
入れる必要がある。
ここでは有機合成化学におい
て、今後新しく開発が求められる
反応の例を紹介する。これらはい
ずれも、近く実現する見通しが立
っていないものであるが、21世紀
中には実現することが望まれる有
機合成化学反応の例である。
特定の不活性部位を選択的に
活性化する反応系の開発
現在の有機合成化学において
は、アルデヒドやケトン、水酸基
といった活性部位（官能基）での
有機化学反応を活用している。各
種化合物の特定の不活性部位を選
択的に活性化する反応を進める触
媒を開発することができれば、現
在は用途の少ない資源や化合物を
活用して、有用物質を生産するこ
とも可能となる。例えば、飽和炭
化水素化合物であるペンタンに、
部位選択的に水酸基（－ＯＨ）な
どの官能基を導入する反応があげ
られる（図表７）。
不活性部位の部位選択的な活性
化反応の研究は現在徐々に進歩し
ており、限られた系で実現してい
るが、図表７に示したような反応
が実現するにはまだ長い年月が必
要と考えられる。
二酸化炭素固定反応系の開発
図表８に示すように、空気中に
含まれる程度の濃度（約0.03％）
の二酸化炭素と触媒が複合体を形
成し、その後、Aという物質に二
酸化炭素を固定する反応が実現す
れば、将来枯渇する可能性がある
石油など炭素源の材料の代替とし
て、空気中の二酸化炭素を使うこ
とができる。このような反応を開
発することは、環境の二酸化炭素
の濃度を減らすという観点から
も、非常に大事なテーマである。
しかしながら、現在、約0.03％の
濃度の二酸化炭素を識別し、結合
するだけの能力がある触媒が存在
しないためにこの反応は実現して
いない。
空気中の二酸化炭素を固定する
研究は、光合成反応をまねた反応
（バイオミメティック反応）の研
究者が主に取り組んでいる。この
反応が実現するまでには、長い年
月がかかると予想される。ただし、
空気中の二酸化炭素をとらえる有
用な触媒が発見されれば一気に研
究が進む可能性がある。
有機合成化学研究の長期的な方向性
図表７　特定の不活性部位の選択的な活性化
（東京大学大学院薬学系研究科柴闢正勝教授作成資料より引用）
図表８　有機合成化学による二酸化炭素固定反応の例
（東京大学大学院薬学系研究科柴闢正勝教授作成資料より引用）
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有機合成化学反応の
理想的な姿の例
有機合成反応においては一般
に、反応物の数百倍から数千倍の
量の有機溶媒を使用する。そこで、
有機溶媒を使わないで水の中で有
機合成反応を行う研究が進められ
ており、今後一層の発展が期待さ
れる研究領域である。さらに進ん
で、溶媒を使用しない有機合成反
応の研究にも注目していく必要が
ある。
有機合成化学反応の理想的な姿
のひとつは、溶媒を使用しないで
（無溶媒で）、副生成物なしに進行
する反応を進める触媒が各種揃っ
て、有用物質を化学合成する際に、
副生成物が排出されない状態であ
る（図表９）。
例えば、ベンゼンに水素を添加
してシクロヘキサンを合成するよ
うな１段階の反応系では、無溶媒
の触媒反応が用いられている。し
かしながら、多くの段階を経て合
成される複雑な化合物を図表９に
示したような理想的な合成法によ
り合成することは困難であり、実
用化には長い年月が必要であると
予想される。
有機合成化学研究への
一般の関心
基礎化学の分野において重要な
学術誌の１つに、アメリカ化学会誌
（JACS：Journal of the American
Chemical Society）がある。タキ
ソール全合成の最初の報告も本誌
に報告された。
また、科学技術文献データベー
スであるJICSTファイル（1975年
以降の文献をカバーしている）に
より、2001年のノーベル化学賞を
受賞した野依博士と、同時に受賞
したシャープレス博士、ノールズ
博士の、アメリカ化学会誌、サイ
エンス、ネイチャーの３誌に対す
る、2002年5月13日現在の投稿状
況を調べた。その結果、アメリカ
化学会誌には野依博士66件、シ
ャープレス博士は47件と多くの
論文がある一方で、サイエンスに
は野依博士が5件、シャープレス
博士は2件と少なく、ネイチャー
では両氏とも0件であった。また、
ノールズ博士はアメリカ化学会誌
に4件、サイエンスとネイチャー
にはともに0件であった。なお、
同博士のこの期間の論文はJICST
ファイルの全雑誌をみても8件で
ある。
そして、同じ期間におけるサイ
エンスとネイチャーの基礎化学分
野および有機化学分野（基礎化学
分野に含まれる）の論文の割合に
ついて調べたところ、サイエンス
の総文献数17,159件のうち、基礎
化学分野は910件（5.3％）で、有
機化学分野に限ると151件（0.9％）
であった。また、ネイチャーの総
文献数20,197件のうち、基礎化学
分野は691件（3.4％）で、有機化
学分野に限ると79件（0.4％）で
あった。
我が国においては、主にネイチ
ャーやサイエンスに掲載された研
究成果をマスメディア等が報道す
る傾向があるため、ネイチャーや
サイエンスに発表された研究成果
は一般向けに伝わりやすい。しか
し、有機合成化学分野は上記のよ
うにネイチャーやサイエンスがあ
まり掲載しない分野のひとつであ
るため、その成果が報道され一般
の関心を呼ぶことが少ない傾向に
ある。
有機合成化学研究への期待
「はじめに」の冒頭に述べたよ
うに、ライフサイエンス分野にお
いて有機合成化学研究は重要であ
る。すなわち、ポストゲノム研究
においては、タンパク質などの生
体内の機能分子に影響を与える各
種化合物が極めて重要な役割を果
たす。例えばあるタンパク質に特
異的に作用する化合物は、生物科
学研究にとって貴重な研究試薬と
なる。また、高付加価値化合物で
ある医薬品のほとんどは有機合成
化学により合成される化合物であ
る。従って、我が国の有機合成化
学の能力を高めることにより、ポ
ストゲノム研究からより多くの成
果を引き出すことができるととも
に、我が国発の新規化学製品を継
続的に世界に供給していくことが
可能になると考えられる。
現在の有機合成化学の水準は、
おわりに
図表９　有機合成化学反応の理想的な姿の例
（東京大学大学院薬学系研究科柴闢正勝教授作成資料より引用）
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複雑な構造の化合物でも合成する
ことができる水準にある。グリー
ンケミストリーの観点からも、省
エネルギーで副生成物の生成を抑
える新しい反応系を開発すること
が望ましいことは言うまでもない。
そこで、有機合成化学の次の目
標としては、合成法が確立された
反応系を低コストの反応系に置き
換えるために、多段階の反応を一
段階で進める反応系を開発するこ
となどがあげられる。さらに長期
的な目標として、人類が宇宙空間
の閉鎖系で生活をすることも視野
に入れると、溶媒を使用しないで
副生成物なしに進行する合成法を
確立することなどが望まれる。
我が国の有機化学研究の水準は
世界的にみて高いこともあり、こ
のような目標を達成する研究を先
導的に進めていくことが強く期待
される。
参考文献
01）馬場錬成著「ノーベル賞の100年
―自然科学三賞でたどる科学史
―」（2002）中公新書、「2001年
のノーベル賞自然科学３部門の
受賞者が決まる―野依良治名古
屋大学大学院教授が化学賞受賞
―」科学技術動向2001年 10月
号：4-5、ノーベル賞の電子サイ
ト（http://www.nobel.se/）
02）御園生誠、村橋俊一編「グリー
ンケミストリー」（2001）講談社
サイエンティフィック
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特集膂
高レベル放射性廃棄物処分の動向と課題
―技術的および社会的諸相を巡って―
環境・エネルギーユニット 大森　良太
原子力発電の是非を巡る論点の
一つに、高レベル放射性廃棄物処
分の問題がある。この問題は社会
的関心も高く、技術的観点からの
みならず、処分場の立地問題、環
境負荷の世代間公平といった環境
倫理の問題、核不拡散の問題等、
様々な観点から国民的議論がなさ
れている。
高レベル放射性廃棄物は原子力
発電に伴って不可避的に発生す
る。その適切な処分は原子力発電
から便益を享受した世代の責務と
言える。昨年、科学技術政策研究
所より公表された第７回技術予測
調査1）では、16の分野にわたり設
定された1,065の課題中、「高レベ
ル放射性廃棄物の固化体の処分技
術が実用化される」は「重要度」
に関して3番目にランクされている。
ところで現在、米国ユッカマウ
ンテンサイトの動向に原子力関係
者の視線が注がれている。同サイ
トは米国の唯一の高レベル放射性
廃棄物処分場の候補地である。こ
れまで約15年間、エネルギー省
（DOE）を中心に、同サイトにお
ける処分場の設計や安全性評価が
実施されてきたが、今年２月、同
省のエイブラハム長官は遂にブッ
シュ大統領に対し、ユッカマウン
テンサイトを最終処分場として推
薦した。これを受け、大統領もこ
れを承認し、連邦議会へ推薦した。
しかし、地元ネバダ州では反対が
根強く、4月上旬、グィン知事は
大方の予想通り、連邦議会に不承
認の申し入れを行った。
この知事の申し入れを覆すため
には、上下両院での承認が必要で
ある。5月8日、下院は政府の決
定を支持した。上院での議決も7
月上旬までに実施されるが、与野
党の議席が拮抗しており予断を許
さない状況になっている。上院で
承認されれば、DOEは原子力規
制委員会（NRC）へのライセンス
申請手続きに入ることになるが、
否決されれば本計画は白紙に戻る。
わが国では、2000年5月に「特
定放射性廃棄物の最終処分に関す
る法律」が成立し、同年10月に
は処分事業の実施主体として「原
子力発電環境整備機構」が発足し
た。同機構は2002年度を目途に、
処分場選定に向けた概要調査地区
の公募を開始することにしている。
本稿では、高レベル放射性廃棄
物処分の国内外の動向を概観した
上で、本問題に関する技術的およ
び社会的諸相について複眼的に論
じる。特に、その研究開発の科学
技術フロンティア研究としての側
面と立地問題に代表される社会的
側面に焦点をあてる。
本章では、高レベル放射性廃棄
物処分に関する基礎事項について
簡単にまとめる。
原子力発電所では装荷した二酸
化ウラン燃料を約三年で交換す
る。図表１に示すように、使用済
み燃料には、その大部分を占める
ウラン238、核分裂せずに残った
ウラン235の他、ウラン235の核
分裂により生じた核分裂生成物、
さらに、ウラン238から生じたプ
ルトニウムやその他のアクチニド
元素が存在する。
今日、日本やフランスでは、ウ
ランの資源利用効率を高めるた
燃料組成（金属重量％） 使用済み燃料の処理法
新燃料 使用済み燃料 直接処分ケース 再処理ケース
ウラン238 約97 約95
回収し、核燃料ウラン235 約3 約1
地層処分
として再利用
プルトニウム 0 約1
核分裂生成物お
0 約3
ガラス固化し
よびアクチニド 地層処分
はじめに
図表１　原子炉装荷前後の燃料組成例と使用済み燃料の処理法
高レベル放射性廃棄物と処分オプション
18
科学技術動向　2002年5月号
め、使用済み燃料を再処理し、ウ
ランとプルトニウムを回収する方
針を採っている。特に、プルトニ
ウムはエネルギー的利用価値が高
く、ウランと混合した混合酸化物
（MOX）燃料を軽水炉燃料として
用いる他、将来的には高速増殖炉
燃料としての利用も考えられてい
る。一方、核分裂生成物やアクチ
ニド元素はガラス固化され、ステ
ンレス製の容器に封入される。こ
のガラス固化体が高レベル放射性
廃棄物であり（注）、原子力発電に
由来する廃棄物の中で、特に放射
能レベルが高い。また、長寿命核
種を含んでいるため、超長期にわ
たる管理・処分が必要となる。
一方、米国やスウェーデン等で
は再処理をせず、使用済み燃料を
直接処分する方針を採っている。
この場合には、使用済み燃料その
ものが高レベル放射性廃棄物にな
る。本稿では、特に断らない限り、
再処理する場合のガラス固化体、
および、直接処分する場合の使用
済み燃料の両者をまとめて高レベ
ル放射性廃棄物と呼ぶ。
高レベル放射性廃棄物の処分方
法としては、地下数百メートルの
地層中に埋設する地層処分が、技
術的信頼性や排出者責任の観点か
ら、最も適切であるとの国際的コ
ンセンサスが形成されている。地
層処分以外にも、深海底に処分す
る海洋処分、南極の氷中に処分す
る氷床処分、ロケット等を用いた
宇宙処分等が提案されてきたが、
海洋処分と氷床処分については国
際条約で禁止されていること、ま
た、宇宙処分についてはロケット
打ち上げに関する技術的信頼性等
が問題とされている。以下、本稿で
は地層処分に限定して話を進める。
図表２にわが国で想定されてい
る地層処分システムの模式図を示
す。放射性核種は、ガラス固化体、
ステンレス製のオーバーパック、
非透水性の緩衝材（ベントナイト）
等の人工的に設けられる複数の障
壁―人工バリア―とその周りの、
放射性核種の吸着や拡散の機能を
有する岩盤―天然バリア―によ
り、生活圏から隔離されている
（多重防護システム）。なお、図表
２に示したような地層処分システ
ムのデザインは、国によって、特
に再処理の有無によりかなり異なる。
（注）厳密には、「高レベル放射性
廃棄物」にはガラス固化体
だけでなく、固化する前の
溶液も含まれる。なお、「特
定放射性廃棄物の最終処分
に関する法律」で用いられ
ている「特定放射性廃棄物」
は固形化物を指し、ガラス
固化体以外も含まれる。
図表３に国内外の高レベル放射
性廃棄物処分の方式、事業主体、
操業開始予定時期を示す。
盧日本
1999年末以前の発電用原子炉の
運転で生じた使用済み燃料から生
じるガラス固化体の量は累計で約
13,300本であり、2020年頃には約
4万本に達するものと見込まれて
いる4）。なお、100万kWの原子力
発電所を1年間運転することによ
って発生するガラス固化体は30
本程度である。
1999年、核燃料サイクル開発機
構はこれまでの地層処分研究の成
果を集大成し、「わが国における
高レベル放射性廃棄物地層処分の
技術的信頼性－地層処分研究開発
第２次取りまとめ」5）を原子力委
員会に提出した。同委員会はこれ
をレビューし、地層処分の技術的
信頼性と、処分予定地選定や安全
基準策定の技術的拠り所が示され
ていると結論した6）。
これに基づき、2000年5月、高
レベル放射性廃棄物処分事業を推
進するための基本的枠組みを定め
た「特定放射性廃棄物の最終処分
に関する法律」が成立し（同年6
月公布）、同年10月、原子力発電
環境整備機構が事業主体として発
足した。
国は、核燃料サイクル機構等に
おける今後の研究成果を踏まえな
がら、安全審査指針の策定等につ
とめ、原子力発電環境整備機構は
「概要調査地区」、「精密調査地区」、
「最終処分施設建設地」の選定に
順次取り組んでいくことになって
いる。処分場施設の操業開始時期
国内外の高レベル放射性廃棄物処分計画
図表２　地層処分システムの模式図2）
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は平成40年代後半（2033～2037
年）が目途とされている7）。
盪米国
1987年の核廃棄物政策法改正
により、ネバダ州の核実験場に隣
接するユッカマウンテンサイトが
唯一の処分場候補地に指定され
た。以来、米国エネルギー省
（DOE）は、同サイトでの処分場
施設の設計、性能評価、環境影響
評価等8，9）を実施してきた。
本稿の冒頭で述べたように、今
年2月、遂にエイブラハムDOE
長官はブッシュ大統領に対し、本
サイトを推薦した。これを受けて、
大統領も本サイトを連邦議会へ推
薦した。ところが、地元ネバダ州
ではかねてより反対が強く、4月
上旬、グィン知事はこの決定に対
して不承認の申し入れを行った。
この知事の申し入れを覆すため
には、90日以内に上下両院での議
決が必要となっているが、5月8
日、下院は306対117の圧倒的多
数で政府の決定を支持した。上院
での議決も7月上旬までには行わ
れるが、上院では民主党が多数派
を占め、また、ダシュル民主党院
内総務やリード民主党院内幹事は
本プロジェクトに対する反対派の
急先鋒であり、予断を許さない状
況になっている。
もし、政府の決定が上院でも承
認されれば、DOEはNRCに対し
て操業のライセンスを申請するこ
とになる。ライセンス取得と処分
場施設建設を経て、操業が開始さ
れるのは早くても2010年と見込
まれている。操業開始後25～30
年間程度にわたり、約7万7千ト
ンの高レベル放射性廃棄物（大半
は商業炉の使用済み燃料）を受け
入れる計画である。また、受け入
れ終了後も性能評価モニタリング
を継続し、処分場の閉鎖は2110
年代の予定である。一方、上院で
否決された場合には本プロジェク
トは白紙に戻ることになる。
蘯欧州
欧州では、特にフィンランドとス
ウェーデンで計画が進捗している。
フィンランドは処分場の候補サ
イトを国会が承認した唯一の国で
ある。事業主体である民間企業の
ポシバ社は1999年5月、ヘルシン
キの北西約200kmのオルキルオト
地区を最終処分地とする「原則決
定（Decision in Principle）」を政
府に申請した。その後、地元議会
での承認、政府による原則決定を
経て、2001年5月、フィンランド
議会はこの原則決定を承認した。
2003年から同サイトでの地下岩盤
調査を開始し、2010年の着工、
2020年の操業開始を予定している。
スウェーデンでは、核燃料廃棄
物管理会社（SKB）が事業主体と
なっている。2001年11月、政府
は、SKBの国内3地点での立地特
性調査計画を承認した。その内、
オスカーシャムとエストハンマル
の地元自治体は調査実施の受け入
れを正式に表明したが、ティーエ
ルプは、今年4月にこれを拒否し
た。SKBは2007年頃に最終的な
サイト選定を実施し、2023年には
本格操業を開始する予定である。
フルスケールの処分場を建設する
以前に、その5～10％規模の技術
実証を目的としたプラントを建設
する段階的アプローチを採用して
いる点が特徴的である。
フランスでは、1996年放射性廃
棄物管理機関（ANDRA）が３サ
イトでの地下研究所の建設、操業
許認可申請を政府に提出した。一
昨年、ビュール地下研究所の建設
は開始されたが、政府は他の2地
点の計画を却下した。ANDRAは
第二地下研究所の建設に向け、新
たに15ヶ所の花崗岩サイトの調
査を開始したが、地元の反対によ
り中断している。
ドイツでは、80年代よりニー
ダ－ザクセン州ゴアレーベンで地
下特性調査が実施されてきたが、
2000年に連邦政府と電力会社間で
脱原子力協定の合意がおこなわ
れ、本サイトの特性調査について
は「概念上及び安全技術上の問題
を明確化するために」、3～10年
間中断することになった。
処分オプション 事業主体 操業開始予定時期
日本 ガラス固化 原子力発電環境整備機 2033～2037年頃
構（NUMO）
米国 直接処分 エネルギー省（DOE） 2010年
フィンランド 直接処分 ポシバ社 2020年
スウェーデン 直接処分 スウェーデン核燃料廃 2015年　初期操業開始
棄物管理会社（SKB） 2023年　本格操業開始
フランス ガラス固化 フランス放射性廃棄物 未定
管理機関（ANDRA）
ドイツ 直接処分と 連邦放射線防護庁（BfS） 2030年頃
ガラス固化
図表３　国内外の高レベル放射性廃棄物処分3）
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本稿の冒頭で述べたように、高
レベル放射性廃棄物処分問題の論
点は多様である。このような社会
的あり方の複雑さこそ、高レベル
放射性廃棄物処分技術、さらには
原子力技術の著しい特質の一つで
ある。本章では、高レベル放射性
廃棄物処分の問題を、図表４に示
すような４つの視点から俯瞰する。
盧原子力発電にとっての
必須技術
使用済み燃料を直接処分するに
せよ、再処理するにせよ、高レベ
ル放射性廃棄物は原子力発電所の
運転に伴い不可避的に発生する。
2000年末現在、世界で運転中の
原子力発電所は約430基を数え、
発電量は一次エネルギーの約７％
を占めている。しかしながら、今
日、高レベル放射性廃棄物の地層
処分の実施に至った国はなく、こ
れまでに累積した高レベル放射性
廃棄物は地表施設に保管されてい
る。今世紀も人類が原子力発電に
依存していく上で、技術的信頼性
が高く、社会的にも受容される高
レベル放射性廃棄物処分技術の確
立は必須である。
盪科学技術の
フロンティア研究
高レベル放射性廃棄物処分に関
する研究には、科学技術基盤を拡
充し、他の分野への波及効果も期
待されるフロンティア研究として
の側面が強く存在する。
例えば、深地層の構造、特性、
超長期的変動についての研究、原
子核の構造や反応の制御に関する
研究、多数の天然現象や物理・化
学反応が関連する複雑な人工物シ
ステムの設計や超長期的性能評価
手法に関する研究等が挙げられ
る。さらに、加速器を利用した核
変換技術など、最先端のビーム科
学を応用した研究開発も注目され
ている。これらの研究については
次章でより詳しく紹介する。
蘯処分場立地、地域共生
今日、高レベル放射性廃棄物処
分の実施に向け、大きな障壁とな
っているのが、処分場の立地問題
である。前章で述べたように、多
くの国で、地層処分施設あるいは
研究施設の立地は候補地周辺の自
治体や住民の反対に直面している。
最近の原子力施設の立地問題に
関する特筆すべき動きとして、地
元自治体での住民投票の実施が挙
げられる。わが国ではこれまで、
原子力発電所の建設（1996年、新
潟県巻町）、プルサーマルの導入
（2001年、新潟県刈羽村）、原子力
発電所の誘致（2001年、三重県海
山町）に関して住民投票が実施さ
れ、いずれも計画反対派が過半数
を占めた。
原子力施設に限らず、ごみ処理
施設、危険物取扱施設、軍事基地
等の立地に際しては、しばしば地
域住民の反対に遭遇する。原子力
施設の立地問題を他の施設のそれ
に一般化することは必ずしも適当
ではない面もあるにせよ、原子力
が直面している立地問題の解決に
向けた取り組みは、科学技術の役
割が引き続き大きいであろう21
世紀の社会システムの構築に向け
て有益な知見を与えるであろう。
本問題については次々章でさらに
検討する。
盻核不拡散と国際協力
高レベル放射性廃棄物問題は、
核物質管理・核不拡散の問題とも
関連し、国際政治上、機微な問題
でもある。日本やフランスのよう
に再処理を実施し、使用済み燃料
からプルトニウムを回収する路線
を採る場合には、高レベル放射性
廃棄物自体からの核拡散リスクは
小さいが、回収したプルトニウム
の厳重な管理が要求される。
一方、米国のように使用済み燃
料をそのまま地層処分する場合に
は、プルトニウムは高レベル放射
性廃棄物中に残留している。従っ
て、地表施設での保管中から地層
処分後を通じて、盗取等による核
拡散リスクに留意する必要がある。
また、核軍縮プロセスの進展に
伴い、米ロ両国で生じた余剰兵器
級プルトニウムの処分に関して
も、高レベル放射性廃棄物が発生
する。このプルトニウムは商業用
原子炉の使用済み燃料に含まれる
プルトニウムよりも核分裂性プル
トニウムの割合が高く、核拡散リ
高レベル放射性廃棄物処分問題の諸相
図表４　高レベル放射性廃棄物処分問題の諸相
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スクが高い。特に、ロシアで発生
する余剰兵器級プルトニウムの管
理・処分は国際的関心事となって
いる。現在、核燃料サイクル機構
はロシアと共同して、ロシアの高
速炉BN600を用いた余剰兵器級プ
ルトニウム処分プロジェクトを進
めている10）。また、放射性廃棄物
の国際共同保管・処分構想につい
ても国際会議等で議論されている
が、各国が国内処分に向けた努力
をすることが先決とされている11）。
前章で述べたように、高レベル
放射性廃棄物地層処分に関する研
究には、科学技術基盤の拡充に大
きく寄与するフロンティア的な研
究が少なくない。以下、本章では
このような研究の例として、深地
層研究、核変換・制御研究、連成
系研究を取り上げる。
盧深地層研究
深地層についての知見は、地層
処分システム構築の基盤である
が、深地層は深海や宇宙等ととも
に、人類にとっての未知の領域で
あり、その構造、環境特性、地下
水流動、天然現象の影響等につい
ての研究はフロンティア研究とし
て興味深い。
核燃料サイクル開発機構は、結
晶質岩と堆積岩を対象に、前者に
ついては超深地層研究所計画（岐
阜県瑞浪市）を、後者については
幌延深地層研究計画（北海道幌延
町）を進めている12）。これらの計
画では、500～1,000メートルの深
度の坑道を設置し、岩盤や地下水
の特性等に関する研究が行われる
予定である。ここでは高レベル放
射性廃棄物処分に向けた基盤技術
開発のみならず、深地層について
の科学的探究の場としての役割も
期待されている。2000年の原子力
長計7）においても、深地層の研究
施設について「わが国における地
下深部についての学術的研究に寄
与できる開かれた研究の場として
整備する」とされている。
幌延深地層研究計画では、「地
下空間を利用する研究」も研究テ
ーマの一つとなっており、自治体、
外部研究機関、企業等から参加を
募り、地下空間を利用する試験研
究の場として本施設を提供してい
く方針である13）。現在の地下空間
利用は地下50メートル程度の比
較的浅い領域がほとんどであり、
深地層空間に対する利用ニーズは
少ないと考えられるが、夢のある
ユニークな試みとして期待される。
盪核変換・制御研究
今日、原子あるいは電子レベル
の反応制御技術は様々な産業の基
盤技術となっているが、原子核の
構造や反応特性については、基礎
データすら十分ではないのが現状
であり、原子核反応の利用も原子
力発電や一部の放射線利用技術に
とどまっている。この意味で、原
子核は人類にとっていまだ未知の
世界であり、これを対象とした基
礎研究、利用技術開発は人類に大
きな恩恵をもたらす可能性を秘め
ている。
高レベル放射性廃棄物の中か
ら、長半減期の核種を分離して、
加速器や原子炉を用いて短半減期
核種あるいは安定核種に変換する
研究プロジェクト―OMEGA計画
―が90年代に進められてきた。
この分離・変換処理により、高レ
ベル放射性廃棄物の放射能量のレ
ベルが、ウラン鉱石のレベルに達
する期間は、数万～数十万年から
数百年程度に短縮される。
このような核分離・変換研究
は、日本原子力研究所と高エネル
ギー加速器研究機構が共同で実施
している大強度陽子加速器プロジ
ェクト14）の研究テーマの一つに
もなっている。図表５に本プロジ
ェクトの主な研究テーマを示す。
本プロジェクトでは、世界最高
レベルの大強度陽子加速器施設を
日本原子力研究所東海研究所に建
設する予定になっている。この加
速器からは光速に近い陽子が発生
し、これが原子核ターゲットに衝
突すると、核破砕反応により、中
性子をはじめ、中間子、ミュオン、
ニュートリノ等の二次粒子が発生
する。これらの二次粒子は生体分
子や原子・素粒子といったミクロ
の世界から、宇宙・エネルギーと
いったマクロの世界の研究に利用
される。
本プロジェクトの研究領域の一
つである「核変換技術研究」では、
核破砕中性子を長寿命放射性核種
に照射し、核変換させるコンセプ
科学技術のフロンティア研究としての地層処分研究
物質科学・材料科学研究 蘆新素材の開発
蘆技術革新や新産業の創出
蘆高温超伝導の解明
生命科学研究 蘆DNAの解明
蘆遺伝の仕組みの解明
蘆たんぱく質の構造解析
蘆医薬品や食品の開発
原子核・素粒子物理学研究 蘆宇宙誕生の謎を解明
蘆宇宙の究極単位である素粒子の研究
蘆星の生成過程を解明
蘆未知の新元素を創成
核変換技術研究 蘆放射性廃棄物を低減させる技術の研究
図表５　大強度陽子加速器プロジェクトの主な研究テーマ15）
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トになっており、実験施設の建設
が2005年度より計画されている。
本研究は、高レベル放射性廃棄物
の低減のみならず、様々な核変
換・制御技術の基盤確立に大きく
寄与するものと期待される。
蘯連成系研究
連成系とは、互いに影響を及ぼ
しあう複数のプロセスが存在して
おり、それらを同時に解かなけれ
ばならない系のことであり、複雑
系の本質的な特質を含有してい
る。一般に関連パラメータが多く、
また、非線形性が強いため、実験
的研究には限界がある。これまで、
数値シミュレーションによる研究
が、主に流体―構造あるいは電磁
場―構造の連成系について実施さ
れてきた。ただし、理論的困難さ
や計算機資源上の制約から、三要
素以上の連成系に関する研究例は
少ない。
一方、地層処分システムにおい
ては様々な連成現象が存在し、そ
の超長期に及ぶ挙動の解析が求め
られる。例えば、廃棄体パッケー
ジの劣化速度や天然バリア中の放
射性核種の移行速度を評価する際
には、系内で相互に影響を及ぼし
合いながら進行する複数の熱的、
水理学的、力学的、化学的プロセ
スを同時に考慮する必要がある。
また文献8では、処分場坑道で考
慮すべき事象として、化学反応、
温度変化、人工材料の変質・腐食、
セメントの一部溶解によるpHの
上昇、酸化還元雰囲気の変化、そ
れに伴うコロイド、亀裂内鉱物、
ゼオライトの生成等を挙げている。
核燃料サイクル開発機構はこれ
まで人工バリア埋設後の再冠水挙
動について熱移動、水分移動、力
学挙動の連成問題として扱うため
のモデルを開発してきたが、今後
はこれに物質移行モデル、地球化
学モデルを追加した、熱―水―応
力―化学反応連成モデルの開発を
進めていくことにしている16）。
1995年に高速増殖原型炉もんじ
ゅで発生したナトリウム漏洩事故
も、温度計さやと冷却材ナトリウ
ムの構造―流体連成振動（流力振
動）が原因であったように、連成
現象は様々な工学システムにおい
て発現する。そのメカニズムの解
明や、システム性能評価に有効な
手法やツールの開発において、高
レベル放射性廃棄物処分研究にお
ける取り組みが大きな寄与をする
ものと期待される。
繰り返し述べてきたように、高
レベル放射性廃棄物処分の問題に
は様々な社会的側面が存在する
が、今日、最も大きな課題は立地
問題である。本章ではこの問題に
焦点を当てる。
80年代後半から、原子力施設の
立地が困難に直面する傾向が強ま
り、原子力分野のみならず、行政
学、政治学、社会心理学、社会情
報学等の分野の研究者によって少
なからぬ数の研究がなされてき
た。近年の研究の多くは、情報公
開、透明性の確保、さらには、政
策決定過程への市民の関与（パブ
リックインボルブメント）の重要
性を指摘している17）。
情報公開や透明性の確保に関し
て言えば、近年、政府や原子力事
業者による取り組みはかなり進展
している。2000年の原子力長計7）
には「国において原子力に関する
情報は、核物質防護等に関する情
報を除いて、原則的にすべて公開
されている」と書かれている。ま
た、国のエネルギー政策に関する
審議をする総合科学技術会議、原
子力委員会、原子力安全委員会、
総合エネルギー資源調査会等の審
議内容は公開されており、議事録
等の資料もインターネット上で入
手できるようになっている。さら
に、一般的な原子力関連情報に関
しても、省庁や事業者はホームペ
ージ等での発信に力を入れてい
る18）。
一方、パブリックインボルブメ
ントについて見ると、最近、特筆
されるのはパブリックコメントの
募集である。1999年、「パブリッ
クコメント手続き」が閣議決定さ
れて以降、省庁や各審議会等が出
す報告書の原案等に対しパブリッ
クコメントを募集することが一般
的になってきている。また、消費
者団体代表、NGO代表、弁護士
等が政府の審議会のメンバーに加
わるケースも増加している。また、
住民投票も究極的なパブリックイ
ンボルブメントの形態と見なせる
公　募
（平成14年度を目途に条件が整い次第開始）
↓
地区の選定
文献その他の資料による調査
↓
概要調査地区の選定
（平成10年代後半目途）
ボーリング等による概要調査
↓
精密調査地区の選定
（平成20年代前半目途）
地下施設による概要調査
↓
最終処分施設建設地の選定
（平成30年代後半目途）
↓
処分場の設計／国による安全審査／処分場の建設
↓
最終処分の開始
（平成40年代後半目途）
第
一
段
階
第
二
段
階
第
三
段
階
処分場立地問題の解決に向けて
図表６　最終処分の開始へのスケジュール20）
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が、その法的位置付け、効力、適
切な対象および実施形態について
は専門家の間でもなお多くの議論
がある。
今後、原子力発電環境整備機構
は、「概要調査地区」、「精密調査
地区」、「最終処分施設建設地」を
順次選定していく予定である（図
表６）。2000年9月29日に閣議決
定された「特定放射性廃棄物の最
終処分に関する基本方針」では、
「概要調査地区等の選定において
は、関係住民の理解と協力を得る
ことが極めて重要であり、そのた
めには、情報公開を徹底し透明性
を確保することが必要」と記され、
情報へのアクセス手段の多様化、
求められる情報の提供への誠実な
対応、情報の正確性に加え分かり
やすいものにする努力の必要性が
明記されている。
また同機構は、調査結果や選定
評価の理由等を記載した報告書の
作成と縦覧、関係都道府県内にお
ける説明会の開催、報告書の内容
について意見書を提出する機会の
設定等が求められている。提出さ
れた意見書に対しては、同機構は
概要を取りまとめ、同機構の見解
を付して関係都道府県知事及び市
町村長に送付し、報告書に対する
意見にも配意して概要調査地区を
選定することにしている19）。
以上のように、情報公開やパブ
リックインボルブメント等に関し
ては、かなり環境が整ってきてい
ると言えるが、これらは立地問題
解決のための必要条件にすぎな
い。原子力施設立地に反対する理
由も、その安全性への懐疑、事業
者や原子力関係者への信頼感の欠
如、地元の政治的環境など複雑な
要因が絡み合っている。また、仮
にその施設の必要性を認めたとし
ても自分の家の近くに建設される
ことには抵抗する態度、いわゆる
NIMBY（Not In My Backyard）現
象が指摘されて久しいが、これも
人間感情として自然なものであろ
う。このような迷惑施設の立地に
関する個人益と公共益を如何に調
整していくかは、民主主義社会の
根本にもかかわる課題であり、今
後、この問題の克服に向けた取り
組みが重要であろう。
本稿では、高レベル放射性廃棄
物処分の国内外の動向を述べた上
で、本問題に関する技術的および
社会的諸相を俯瞰し、さらに、科学
技術基盤を拡充するフロンティア
研究としての高レベル放射性廃棄
物の処分に関する研究の可能性と
立地問題の解決に向けた取り組み
について論じた。
元来、高レベル放射性廃棄物処
分場は工学システムであるが、社
会的関心が高く、政治、法、社会、
核不拡散、国際関係、環境調和、
環境倫理など様々な社会的観点か
ら議論がなされている。そのよう
な処分場の仕様や安全基準は、論
理的立場からだけでは決定しえ
ず、最終的には、民主主義的決定
プロセスにおける様々な場での議
論を通じて、修正を重ね、練り上
げられた解のみが信認を獲得する
のであろう。
わが国では、高レベル放射性廃
棄物処分の操業開始時期は平成40
年代後半が目途とされている。そ
れまでの間、本研究開発分野の活
性と技術的ポテンシャルを維持し
つづけるためには、高レベル放射
性廃棄物処分に直接関連する研究
のみならず、既往の研究成果の蓄
積を生かして、他分野への波及効
果が期待される先端的基盤研究に
積極的に取り組んでいくことが効
果的と考えられる。本稿で取り上
げた深地層研究、核変換・制御研
究、連成系研究はその例である。
また、エネルギー問題を取り巻
く情勢、さらには、人々の安全や
環境に対する意識は時代とともに
変化していく。これに伴い、高レ
ベル放射性廃棄物処分システムに
求められる機能や安全性が少なか
らず変化していくことも十分に考
えられる。このような社会環境の
変化に柔軟に対応した政策遂行を
可能ならしめるためにも、多様な
処分オプションについての研究開
発に研究資源を割り振ることも肝
要であろう。
近年、行政機関等による原子力
情報の公開は進んでいる。また、
政府審議会の報告書等へのパブリ
ックコメントの募集も広く実施さ
れるようになった。消費者団体代
表、NGO代表、弁護士等が政府
の関連審議会等に加わるケースも
一般的である。このような状況を
鑑みると、政策決定過程への市民
参加（パブリックインボルブメン
ト）の素地もかなり整ってきてい
ると言える。
しかし、これで立地問題が解決
するわけではない。例えば、原子
力施設等のいわゆる迷惑施設と受
けとられるものの立地に関する
NIMBY問題は、民主主義社会シ
ステムの根本的な部分にも関連す
る問題である。この問題の克服に
は文理融合的なアプローチが求め
られるわけであるが、今なお、人
文・社会科学系と理学・工学系の
研究者が交流する場は限られてい
るのが実状である。本課題の解決
に向け、多様な分野から研究者が
参入してくるためには、人文・社
会科学系と理学・工学系の各関連
学会が、他の学会のメンバーにと
って魅力的な研究の場を設けると
ともに、学会への参加資格を緩め
るなどの方策を講じ、関連する分
野の研究者間の定常的な人的交流
おわりに
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を図っていくことが重要である。
いずれにしても、原子力エネル
ギーの利用を巡っては、今後も
様々な国民的議論がなされていく
であろう。最終的には、学問的研
究成果や国内外の情勢等を踏まえ
たエネルギー戦略に基づく、政治
的指導者のリーダーシップと市民
へのメッセージの発信が求められ
よう。
参考文献
01）文部科学省科学技術政策研究
所：第７回技術予測調査（2001）
02）核燃料サイクル開発機構のホー
ムページより転載
03）原子力発電環境整備機構のホー
ムページ資料より作成
04）「特定放射性廃棄物の最終処分に
関する計画」（2000年9月29日閣
議決定）
05）核燃料サイクル開発機構：わが
国における高レベル放射性廃棄
物地層処分の技術的信頼性－地
層処分研究開発第２次取りまと
め（1999）
06）原子力委員会原子力バックエン
ド対策専門部会：我が国におけ
る高レベル放射性廃棄物地層処
分研究開発の技術的信頼性の評
価（2000）
07）原子力委員会：原子力の研究、
開発及び利用に関する長期計画
（原子力長計）（2000）
08）DOE: Viability Assessment of a
Repository at Yucca Mountain,
DOE/RW-0508 （1998）
09）DOE: Final Environmental
Impact for a Geologic Repository
for the Disposal of Nuclear Spent
Fuel and High-Level Radioactive
Waste at Yucca Mountain, Nye
Country, Nevada, DOE/EIS-0250
（2002）
10）「ロシアの余剰核兵器解体プルト
ニウム処分」、日本原子力学会
2002年春の年会総合報告（2002）
11）Joint Declaration of International
Conference on Geologic Repositories,
Denver,  October 31-November 3
（1999）
12）核燃料サイクル開発機構：「超
深地層研究所計画の概要」，地層
処分技術に関する研究開発報告
会，2002年1月
13）核燃料サイクル開発機構幌延深
地層研究センターパンフレット
「深地層研究所（仮称）の概要」
14）日本原子力研究所・高エネルギ
ー加速器研究機構共同推進チー
ム：大強度陽子加速器計画 ,
JAERI-Tech2000-003（KEK
Report 99-5） （2000）
15）日本原子力研究所ホームページ
資料より作成
16）亀井玄人：人工バリアの長期挙
動評価の信頼性向上と連成モデ
ルの開発, 核燃料サイクル開発機
構地層処分技術に関する研究開
発報告会予稿集, JNC TN1400
2001-017, 27-36 （2002）
17）例えば、Y. Tanaka, Is the NIMBY
Syndrome a Universal Phenome-
non? Symptoms and Remedies,
Gakushuin Review of law and
Politics, 35, 29-62 （1999）
18）例えば、経済産業省の放射性廃
棄物ホームページ（http://www.
enecho.meti.go.jp/rw/）
19）原子力発電環境整備機構：「概
要調査地区等選定手順の基本的
考え方」2001年11月8日官報号外
20）原子力発電環境整備機構のホー
ムページ資料より作成
分散型電源の動向について
25Science & Technology Trends   May 2002
特集3
特集膠
分散型電源の動向について
総括／環境・エネルギーユニット 宇都宮　博
エネルギー供給システムは、自
由化の進展や温室効果ガス削減に
向けて大きな転換期を迎えてい
る。最近では、温室効果ガスを
6％削減する京都議定書の目標を
実現するための対策の全体像を示
す、地球温暖化推進大綱が見直さ
れ、旧大綱に盛り込まれた措置を
着実に実施するとともに、省エネ
ルギー、新エネルギー、燃料転換
等で追加的対策が実施されること
になった。また、現在、自由化の
範囲及び自由化に関する制度内容
等について検証が行われており、
段階的に全面自由化を目指す方向
性で電気事業法の見直しも行われ
る予定である。このような背景の
中、エネルギーコスト削減等の手
段として「分散型電源」が脚光を
浴びている。分散型電源は今後、
一層の普及・拡大が予想されるが、
普及にはエネルギーコスト削減を
実現すると同時に環境性に優れた
システムが強く求められている。
本稿では、分散型電源の導入状
況、技術開発動向及び国・地方公
共団体・事業者・国民の取り組み
について概観し、今後の課題等に
ついて取り上げる。
一般に、送電系統を通じて電力
を供給する大規模集中型電源に対
して、ディーゼルエンジン、ガス
エンジン、ガスタービン等、需要
地点の近くに設置して電力を供給
する中小規模の電源を総称して分
散型電源と呼ぶ。しかし、国内外
ともに、特定の発電設備・出力規
模等の区分による明確な定義はない。
分散型電源を利用する資源別に
見ると、①再生可能エネルギー系、
②リサイクル系、③オンサイト系、
に分類される（図表１）。
再生可能エネルギー系とは、太
陽光・風力に代表される自然エネ
ルギーを示す。石油や石炭等の化
石燃料が有限であるのに比べ、エ
ネルギー源が無尽蔵で、CO2等の
環境負荷が少なくクリーンである
一方で、供給力が自然条件に左右
されるため不安定であるという特
徴をもつ。
リサイクル系とは、従来、エネ
ルギー源とは着目されずに廃棄さ
れてきた資源や排熱を再利用する
ものである。
オンサイト系は、ディーゼルエ
ンジン、ガスエンジン、ガスター
ビンといった原動機や燃料電池で
ある。需要地点の近くに設置する
ので、送配電ロスが少ない、発電
と同時に発生する排熱を有効利用
しやすいといった特徴がある。
また、供給エネルギーは、発電
と同時に発生する廃熱を有効利用
することでエネルギーの総合効率
を高めるコージェネレーションシ
ステムと、電力のみを供給するモ
ノジェネレーションシステムに分
類される。
本稿では、NOX（窒素酸化物）、
利用する資源 供給エネルギー
太陽光発電 太陽光 電力
再生可能エネルギー系
風力発電 風 電力
中小水力発電 水 電力
地熱発電 地下熱 電力・熱
リサイクル系
バイオマス発電 木屑、汚泥等 電力・熱
廃棄物発電 可燃性廃棄物 電力・熱
ディーゼルエンジン 重油、灯油等 電力・熱
オンサイト系
ガスエンジン 都市ガス、LPG等 電力・熱
ガスタービン 都市ガス、灯油等 電力・熱
燃料電池 水素、酸素等 電力・熱
はじめに
図表１　分散型電源の分類
分散型電源の分類
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SOX（硫黄酸化物）、ばいじん等
の大気汚染物質やCO2等の温室効
果ガスの排出量が少ない分散型電
源を環境性に優れた電源とする。
環境性に優れた電源は、太陽光発
電、風力発電といった再生可能エ
ネルギー系、バイオマス発電、燃
料電池及びガスタービンやガスエ
ンジン等の原動機を用いたコージ
ェネレーションシステムである。
従って、これら環境性の優れた分
散型電源の普及は、再生可能エネ
ルギーの普及やエネルギー利用効
率の向上をもたらすものである。
環境性の優れた分散型電源のう
ちの太陽光発電、風力発電等の新
エネルギーの2010年度導入目標
は、太陽光発電482万kW、風力
発電300万kW、バイオマス発電
33万kW、燃料電池220万kWと
なっている（図表２）。
これらの新エネルギーは、競合
するエネルギーと比較して、コス
ト高の状況にあるため、国は補助
金、低利融資等の助成措置を実施
しているが、現行対策維持ケース
と目標ケースには大きな開きがあ
り、更なる政策的支援が必要である。
また、分散型電源の電力系統へ
の連系が増加するにつれて、電力
品質の悪化による一般需要家への
悪影響や系統対策費用の増加、大
規模な風力発電施設等による騒音
や景観への影響、廃棄物発電・熱
利用の導入に際して必要となる廃
棄物処理施設に係わる環境影響及
び地域住民の理解・受入の必要性
など課題も多い。
一方、ディーゼルエンジン
（DE）、ガスタービン（GT）、ガ
スエンジン（GE）のコージェネ
レーションシステムの導入状況
は、99年度実績で再生可能エネル
ギー系、リサイクル系の分散型電
源と比較すると約４倍にのぼる。
DE、GT、GEの原動機を用いたコ
ージェネレーションシステムは、
発電だけを行うモノジェネレーシ
ョンシステムと合わせて、現在、
分散型電源の主力となっている。
コージェネレーション
システムの導入状況
2000年度までのコージェネレー
ションシステムの累積の導入実績
は、GT で 2 , 7 0 2MW、DE で
2,233MW、GEで549MWであり、
合計で3,364施設、5,603台、設備
容量5,485MWである。これは全
国の発電設備容量の約2％を占
め、国の補助金、低利融資の助成
措置等により、近年では毎年コン
スタントに350～400MWの導入
がなされている（図表３）。
コージェネレーションシステム
の導入状況は、従来、電力と熱の
消費量が多い工場、病院、ホテル
等の数千kW以上の設備が大半を
占めていたが、排熱利用技術の進
展、発電効率の高効率化、低コス
分散型電源の導入実績・目標
1999年度実績 2010年度見通し／目標
（累積導入量） 現行対策維持ケース 目標ケース
設備容量（万kW） 設備容量（万kW） 設備容量（万kW）
太陽光発電 20.9 254 482
風力発電 8.3 78 300
バイオマス発電 8.0 16 33
廃棄物発電 90.0 175 417
燃料電池 1.2 4 220
コージェネレーションシステム
ディーゼルエンジン 203.5 319 －
ガスタービン 246.1 436 －
ガスエンジン 47.8 103 －
出所：総合資源エネルギー調査会総合需給部会報告書「今後のエネルギー政策について」
（2001.7）、第１回新エネルギー部会資料「コージェネレーション導入の現状と見通しについて」
（2001.1）のデータを基に作成
図表２　分散型電源の導入実績・目標
図表３　コージェネレーションシステム累積導入量の年度別推移
出所：日本コージェネレーションセンター
わって自家発電を行う自家発電一
括サービスシステムが主流となっ
てきている。自家発電一括サービ
スシステムとは、自家発電設備の
コンサルティングから設置・保
守・監視・燃料供給・主任技術者
の手配にいたるまで一貫したサー
ビスを提供するシステムである。
オンサイト系の分散型電源につ
いては、需要地点の電力と熱のバ
ランスがとれたコージェネレーシ
ョンが行われ、高い総合効率が得
られた場合には、商用電力とボイ
ラ等を組み合わせた在来システム
と比べエネルギーの効率的利用が
できる。
日本内燃力発電設備協会の調べ
によれば、2000年度のコージェ
ネレーションシステムの導入量
は、設備容量別でみるとGTで
92.8％、GEで 88.4％、DEで
39.4％であり、全体では55.8％で
ある。DEは、コージェネレーシ
ョンシステムの導入がおくれてい
る。理由としては、①排熱が低温
であるため熱の有効活用がしにく
いこと、②小規模モノジェネレー
ションシステムの低コスト化によ
り設備投資の回収が短年度で容易
であること、等が挙げられる。
このように、今後、経済性の観
点から発電だけを行うモノジェネ
レーションシステムや排熱を十分
利用しないコージェネレーション
システムが普及し、在来システム
よりもCO2排出量等が増加するこ
とも懸念される。従って、今後は、
総合効率の高いコージェネレーシ
ョンシステムの導入を推進してい
くことが重要である。現在、国で
省エネ法における総合効率の判断
基準を見直す検討がされており、
補助金等の助成措置の強化も図ら
れている。それとともに高効率
化・低温排熱利用技術といった研
究開発が重要である。以下、
NEDO（新エネルギー・産業技術
総合開発機構）における代表的な
高効率化・低温排熱利用技術の開
発動向（図表５）を中心に取り上
げる。
内燃機関系のコージェネレーシ
ョンシステムについては、これま
でに88～98年に、ニューサンシ
ャイン計画の一環として「300kW
級コージェネレーション用セラミ
ックガスタービン技術開発プロジ
ェクト」が実施された。ここでは、
高温強度、耐食性等に優れるセラ
ミックを耐熱構造用材料として利
用する技術開発を行い、今まで小
型であるために高温部の空気冷却
ト化等によりここ数年急速に小型
化しており、従来は難しいとされ
てきたスーパー、ファミリーレス
トラン等の小型店舗でも導入され
るようになった。
常用自家発電設備の導入状況
現在、分散型電源の主力である
DE、GE、GTの常用自家発電設
備の導入状況については、直接的
な統計はないが、日本内燃力発電
設備協会が国内のメーカの出荷実
績を調査している。これによると、
97年度から４年間の導入実績は合
計 2 , 420MW で、平均毎年約
600MWずつ導入されている（図
表４）。DE、GE、GTの各導入量
を見ると、DEは97年度249MW
から2000年度477MWへ、GEは
97 年度 31MWから 2000 年度
90MWへ、と増加している。特に、
DEの導入量は大幅に増加しており、
2000年度で全体の65％を占める。
一方、GTは98年度207MWから
99年度103MWというように年度
により変化が大きい。これは、
GT においては、単機容量が
500kWを越える設備が多く、年度
毎の導入量にばらつきが生じやす
いためである。
このような分散型電源の普及・
拡大は、95年の電気事業法改正に
より、同一の構内であれば、第三
者が自家発電を代行する場合、許
認可の必要がなくなったことを機
に本格化した。現在、需要家に代
分散型電源の動向について
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図表４　常用自家発電設備導入量の年度別推移
（注）海外メーカからの直輸入設備は含まれない
出所：日本内燃力発電設備協会
分散型電源の技術開発動向
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ができなかった300kW級ガスタ
ービンの高温部の冷却を不要とし
た。これにより、冷却エネルギー
ロスの低減による熱効率の大幅な
向上、排ガス中のNOXの大幅削減、
耐久性・保守性等の向上を実現
し、熱効率42.1％を達成した。
また、現在、99年～2003年の
予定で「産業用コージェネレーシ
ョン実用化技術開発プロジェク
ト」が実施されている。これは、
8,000kW級のハイブリットガスタ
ービン（高温部に金属部品および
セラミック部品の双方を用いる）
の部材評価試験及び耐久運転試験
等によって、ハイブリットガスタ
ービンの信頼性を確認し、ハイブ
リットガスタービンを用いた産業
用コージェネレーション技術の実
用化を促し、高効率エネルギー利
用によるCO2排出削減等を図るも
のである。
その他、高湿分利用マイクロタ
ービン発電システムと排ガス投入
型吸収冷凍機システムを組み合わ
せ、電力、温熱（温水90℃）、冷
熱（冷水７℃）の３エネルギー形
態を同時に供給できる「次世代マ
イクロタービントライジェネレー
ション」の技術開発が実施されて
いる。
なお、近年、国内外の民間企業
においても、マイクロガスタービ
ン、熱電可変型ガスタービン、ミ
ラーサイクルガスエンジン、希薄
燃焼ガスエンジン等についての技
術開発及び実用化が急速に進展し
てきており、更なる高効率化、環
境負荷低減及びコスト低減を目指
している。
一般需要家・企業・団体等の
取り組み
再生可能（自然）エネルギーは
経済性、供給安定性に課題が残る
ものの、環境性に優れていること
から、市民団体・消費者団体・研
究機関の各種プロジェクトや、電
力会社の余剰電力購入等により、
一般需要家・企業・団体等は普及
活動に取り組んできた。近年にお
いては、①環境問題に対する消費
者や企業の意識が変化しつつあ
り、自発的な環境貢献を希望する
動きが見られるようになったこ
と、②風力発電は好風況の特定地
域から開発が進んだことから偏在
性が顕在化してきており、特定の
電力会社に購入負担が集中しつつ
あること、といった状況が生まれ
ている。こうした背景のもと、再
生可能（自然）エネルギー普及促
進のための新たな自発的な取り組
みとして、2000年よりグリーン電
力制度が導入された。
グリーン電力制度は、需要家の
環境性に優れた分散型電源普及促進への取り組み
開発技術 開発技術の概要
産業用コージェネレーション 高効率・低公害が期待できる中型（8,000kW級）のハイブリットガスタービン（高温部
に金属部品及びセラミック部品の双方を用いる）の耐熱セラミック部材開発および部材
評価試験、耐久運転試験等によって、ハイブリッドガスタービンを用いた産業用コージ
ェネレーション技術の実用化を促す。
熱電独立可変ガスエンジンシステム 高攪乱希薄燃焼型の高効率ガスエンジンを用いた、熱電比の独立可変運転が可能な出力
500～2,000kW級発電システムの開発。目標：発電効率；42.5％、総合効率；在来のガス
タービンシステムと比べて10～20ポイント優れたシステム（熱電比0.5～1.5において）。
次世代マイクロタービン 高湿分空気利用の次世代マイクロタービンにより、電力、温熱及び、冷熱の３エネルギ
トライジェネレーション ー形態を同時に供給できる高効率トライジェネレーションシステムの開発。目標：発電
効率；約35%、総合効率；約75%以上。
低温排熱利用ハイブリット空調システム 固体高分子型燃料電池等の60℃級の低温排熱でも駆動できる吸収冷凍機とCO2等の自然
作動媒体利用圧縮式冷凍機を組み合わせた分散型電源排熱ハイブリット空調システムの
研究開発。
広範囲な省エネルギーニーズに対応する 中小工場等からの低温蒸気等の未利用廃熱を回収し高度利用するとともに、多様なエネ
フレキシブルタービンシステム ルギーの需要に対し効率的な供給を可能とする、小型、高効率蒸気再生／水噴霧式小型
タービン（圧縮機）と高効率低質蒸気回収タービン、並びに瞬時負荷応答性の高速負荷
追従型発電・蓄電装置を組み合わせるフレキシブルタービンシステムの研究開発。
自然冷媒による低温排熱駆動の 自然冷媒を用い、低温排熱で作動可能な低コストかつコンパクトな新冷熱変換システム
新冷熱変換システム の開発に向けた、間欠流及び螺旋流を用いる新しい圧力交換による流体圧縮技術の研究
開発。
高機能高分子収着剤による 従来の２倍以上の吸収量で、40～80℃の低温域で吸着能力を持つ高機能高分子収着材料
高度調湿・調温サイクルの基盤技術 の開発、並びにデシカント（除湿）空調システム等の収着剤の実用化に向けた研究。
超高性能活性炭及びこれを用いる 分散型電源等からの100℃以下の低熱排熱の有効利用に向けた、高吸着容量を有する高
超コンパクト・高性能吸着ヒートポンプ 性能親水活性炭の開発、及びこれを用いた吸着ヒートポンプ（AHP）の高性能化の研究
開発。
出所：NEDOホームページ等を基に作成
図表５　NEDOにおける高効率化・低温排熱利用技術の開発
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特集3
ニーズに合わせた２つのシステム
から成る。１つは、一般消費者等
から電気料金とあわせて寄付金を
集め、これに電力会社も拠出し、
再生可能（自然）エネルギー設備
への助成を行う「グリーン電力基
金」である。もう一つは、再生可
能（自然）エネルギー発電の価値
を「電力自体の価値」と「環境付
加価値」に分離し、事業者等が発
電した電力そのものは電力会社が
購入するが、環境付加価値部分に
ついては環境貢献を希望する企
業・団体等が購入する「グリーン
電力証書システム」である（図表
６）。再生可能（自然）エネルギ
ーの利用を希望する企業・団体等
は、この証書を購入することによ
り、CO2排出削減等ができる。
グリーン電力基金の参加口数
は、2001年６月末現在で、39,294
口（一口当たり月500円、一部地
域では100円）が集まり、風力や
太陽光発電に対する助成が行われ
ている。
グリーン電力証書システムの契
約状況は、2002年３月末現在で、
ソニー（450万kWh）を初めとす
る27社と越谷市（100万kWh）の
合計3,515kWhとなっており、契
約を伸ばしている。最近では、越
谷市のように環境意識の高い地方
公共団体の契約が始まった。
国・地方公共団体の取り組み
国は、新エネルギーの技術開発
や普及・促進に向けての補助金・
低利融資等の助成措置に力をいれ
ている。今後は、これらの助成措
置を引き続き実施するとともに新
エネ法（97年施行）、地球温暖化推
進大綱（98年閣議決定）、環境基本
計画に基づく率先実行計画（95年
閣議決定）、グリーン購入法（2001
年施行）に基づき、エネルギー利
用者の責務として、官庁舎や学校
等の公共施設への太陽光発電設置
等、新エネルギーの率先導入が期
待されている。
地方公共団体は、自然環境等の
地域特性を踏まえ、新地域エネル
ギービジョンを策定している。こ
れに基づき、普及・啓発効果の高
い庁舎、学校等への太陽光発電設
置や自然特性を活かした風力発電
等の新エネルギーの導入が進んで
いる。また、地方公共団体が自ら
導入するだけではなく、住宅用太
陽光発電を導入する個人等に対
し、国の補助金に上乗せした補助
の供与や低利融資等、資金面での
支援を実施している地方公共団体
も増加してきている。
最近では、需要サイドである企
業や公共機関等がＥＳＣＯ
（Energy Service Company）事業
者のサービスを積極的に活用する
ようになり、コージェネレーショ
ンシステム等を含めた総合的な省
エネルギーの導入も進んでいる。
また、供給サイドである電気事
業者に対しては、一定比率の再生
可能エネルギーの購入を義務付け
る RPS（ Renewables Portfolio
Standard；証書を用いた再生可能
エネルギーの導入基準）制度が導
入される予定である。これが導入
されれば、電気事業者は、2010年
度の長期エネルギー需給見通しを
踏まえ、計画的に再生可能エネル
ギーを導入することが必要となる。
その一方で、需要家のエネルギ
ーコスト削減のニーズから、環境
負荷の高い分散型電源もまた、普
及・拡大しているという現実があ
る。更に今後は、自由化の進展に
伴い、需要家にとって、分散型電
源の設置、電力の競争入札・相対
契約といった電源の選択余地が拡
大すると考えられる。
このような状況の中、環境性に
優れた分散型電源の導入を拡大し
ていくためには、以下３つの段階
を経ていくことになる。
①補助金等の助成措置のもと、
環境意識が高い需要家によ
る、経済性よりもむしろ自ら
の理念を追求した先導的導入
②国、地方公共団体等の公益性
の高い機関が環境性に優れた
設備を率先導入し、あるいは
競争入札等で環境性に優れた
電源を選択すること等によ
り、環境産業の基盤形成を進
出所：日本自然エネルギー株式会社のホームページを基に作成
図表６　グリーン電力証書システムの仕組み
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めること
③一般市場への普及
長期エネルギー需給見通しの目
標に向けて、環境性に優れた分散
型電源導入への官民一体となった
更なる取り組みが求められる。我
が国は現在、②の段階に入ったと
ころであり、今後、公益性の高い
機関を中心に、エネルギーコスト
削減という視点だけではなく、
CO2排出量の削減といった環境性
にも考慮した電源を積極的に選択
し導入することを通じて、技術
的・産業的な基盤を形成していく
ことの意義は大きい。
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科学技術動向センターとは
平成13年１月より内閣府総合科学技術会議が設置され、従来以上に戦略性を重視する政策立
案が検討されています。科学技術政策研究所では、戦略策定に不可欠な重要科学技術分野の動
向に関する調査・分析機能を充実・強化するため1月より新たに「科学技術動向研究センター」
を設立いたしました。本センターでは、第2期「科学技術基本計画」に示されたライフサイエン
ス、情報通信等の重点分野の最新動向に係る情報の収集や今後の方向性についての調査・研究
に、下図に示すような体制で取り組んでいます。
センターがとりまとめた成果は、適宜、総合科学技術会議、文部科学省へ政策立案に資する
資料として提供いたします。
センターの具体的な活動は以下の３つです。
＊それぞれのユニットには、職員の他、客員研究官（非常勤職員）を配置。
＊センターの組織、担当分野などは適宣見直しを行う。
センター長
総括ユニット
ライフサイエンス・医療ユニット
環境・エネルギーユニット
情報通信ユニット
材料・製造技術ユニット 蘆ナノテクノロジー・技術分野蘆製造技術分野
蘆全体の企画、調整、とりまとめ
蘆社会基盤
蘆フロンティア（宇宙・海洋）分野
蘆ライフサイエンス分野
蘆情報通信分野
蘆環境分野
蘆エネルギー分野
1
「科学技術専門家ネットワーク」
による科学技術動向分析
わが国の産学官の研究者を「専
門調査員」に委嘱して（2002年度
実績約2800人）、インターネット
を利用して科学技術動向に関する
幅広い情報を収集・分析する体制
「科学技術専門家ネットワーク」
をより運営しています。このネッ
トワークを通じ、専門調査員より
国内外の学術会合、学術雑誌など
で発表される研究成果、注目すべ
き動向や今後の科学技術の方向性
等に関する意見等を広く収集いた
します。
これらの情報に、センターが独
自に行う調査・研究の結果を加
え、毎月1回、「科学技術動向」
としてまとめ、総合科学技術会議、
文部科学省を始めとした科学技術
関係機関等に配布いたします。な
お、この資料はhttp://www.nis
tep.go.jpにおいて公開します。
2
重要科学技術分野・領域の
動向の調査研究
今後、国として取り組むべき重
点事項、具体的な研究開発課題等
を明確にすることを目的とし、重
要な科学技術分野・領域に関する
キーテクノロジー等を調査・分析
します。
さらに、重要な科学技術分野・
領域ごとの科学技術水準を欧米先
進国と比較し、わが国の科学技術
がどのような位置にあるのかにつ
いての調査・分析も行います。
3
技術予測に関する調査研究
当研究所では、科学技術の長期
的将来動向を総合的に把握するた
め、デルファイ法による技術予測
調査をほぼ5年ごとに実施してい
ます。これは、今後30年間の重
要技術を抽出して、重要技術の重
要性評価や実現予測時期を分析す
るものであり、センターは、多く
の専門家の協力により本調査を引
き続き実施いたします。
科学技術動向研究センターのご紹介
文部科学省科学技術政策研究所
科学技術動向研究センター
連絡先：〒100－0013東京都千代田区霞が関1－3－2
電話03－3581－0605 FAX 03－3503－3996
URL http://www.nistep.go.jp
Email stfc@nistep.go.jp
※このレポートについてのご意見、お問い合
わせは、下記のメールアドレスまたは電話
番号までお願いいたします
なお、科学技術動向のバックナンバーは、下
記のURLにアクセスいただき「報告書一覧
科学技術動向･月報」でご覧いただけます。
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